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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 

電力・ガス基本政策小委員会 

第 60回制度検討作業部会 

 

日時 令和３年 12月 22日（水）17：00～19：36 

場所 オンライン開催 

 

１．開会 

 

○事務局 

 準備が整いましたので、ただ今から総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電

力・ガス基本政策小委員会第 60回制度検討作業部会を開催します。 

 委員、オブザーバーの皆さま方におかれましては、ご多忙のところご出席いただきあり

がとうございます。 

 本日も、前回に引き続いてウェブでの開催とさせていただきます。 

 ご報告が遅れまして恐縮ですが、11 月 27 日付で電力供給室長に着任しました迫田でご

ざいます。筑紫の後任として事務局を務めさせていただきますので、よろしくお願いいた

します。 

 それでは、早速ですが、議事に入りたいと思いますので、以降の議事進行は大橋座長に

お願いいたします。 

 

２．説明・自由討議 

（１）非化石価値取引市場について 

 

○大橋座長 

 皆さん、こんばんは。大変お忙しいところ、本日もご参集いただきましてありがとうご

ざいます。早速ですけれども、会議のほうを始めたいと思います。 

 本日はお手元の議事次第にあるように、３つ議題がございます。非化石価値取引市場に

ついて、容量市場についておよび電源投資の確保についてということでございますので、

まず議題１について、資料３－１と３－２に基づいて事務局よりご説明お願いします。 

○事務局 

 電力基盤課長の小川です。 

 それでは、まず資料３－１をご覧いただければと思います。高度化法の中間目標につい

てであります。今回、2022 年度、来年度の中間目標についてご議論いただければと思って

おります。 

 少し、前回の議論の復習ということで、ページで言いますと６ページをご覧いただけれ
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ばと思います。 

 22 年度の中間目標を決定するに当たって、需要と供給のバランスというものを見たもの

でありまして、四角で囲っているところ、これは外部調達購入率、今年度は５％としてお

りますけれども、これを、来年度６％、７％、８％、９％と上げていったときに需給のバ

ランスがどうなるかというところを示したものになります。 

 次の７スライド目、これも前回の資料でありますけれども、３つ目のポツにありますよ

うに、22 年度のを決めるに当たって、証書の取引実態についてのアンケートを行ってはど

うかといった点、この後ご紹介できればと思います。非化石証書、この非ＦＩＴのところ

につきましては、市場での取引と市場外での取引がありますので、特に市場外でどれだけ

の取引がなされているかというのを確認する趣旨で、今回小売事業者に対するアンケート

を行っております。 

 次の８スライド目、非ＦＩＴ証書の調達状況に関するアンケートということで、小売電

気事業者合計 56 社にアンケートを実施しました。どれぐらいの証書、非ＦＩＴですけれ

ども、非化石証書を購入しているか、あるいは今年度購入する予定であるかといった点、

それから相対取引の価格帯といったようなことを聞いております。 

 その結果が、まず９スライド目になります。非ＦＩＴ証書の調達状況というところであ

ります。証書全体で言いますと４割が市場調達。市場、年４回オークション結果というの

は公表されているところでありますけれども、半分以上、６割ぐらいが市場外、相対の取

引でなされていますというところであります。また市場での調達比率が 10％未満、ほとん

ど相対でやっていますというのが事業者の半数を占めているというところであります。 

 続きまして、10 スライド目になります。相対取引においては８割以上が「再エネ指定あ

り」ということで、調達している事業者が７割を超えているというところであります。２

つ目のポツにあります、グラフで言いますと右下になります。相対取引の価格帯というの

を見ますと、かなりばらつきがあります。こちら市場での取引については最低価格 0.6 円

というのがありますけれども、相対で見たときには、この 0.5 円台以下、言ってみれば市

場の最低価格よりも低い価格帯で相対の取引をしているというのが全体の４割を占めてお

ります。一方で、１円以上という取引も２割というところでありまして、市場での価格に

比べまして、相対ではかなり価格のばらつきがあるんだなというところであります。 

 続きまして、11 スライドになります。非ＦＩＴ証書を購入した小売事業者が、どのよう

な形で需要家に、例えば価格で転嫁しながら売っていくということ、分かりやすいもので

言いますと、再エネメニューという形で売っていくことになるんですけれども、そういっ

た形で活用できているかどうかということで言いますと、活用の比率は 20％以下というの

が９割以上でありまして、高度化法の義務の関係で、小売事業者は買っているけれども、

それを需要家に対して訴求できていないという現状が浮かび上がっております。 

 他方ということで、２つ目のポツに記してありますけれども、単純平均、これまでご説

明した比率というのは、販売電力量を掛け合わせた形での比率、加重平均になりますけれ
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ども、これを事業数のベースで見たときには、引き続き活用率 10％未満というのが６割を

占めているんですが、一方で 80％以上を活用している、義務で購入しているけれども、そ

の大部分をまた需要家にメニューを作って売っているという事業者も、事業者数で言うと

全体の１割ぐらい見られるというところがありまして、こういった点は、変化の兆しとい

いましょうか、需要家の側でも、そういった非化石のメニューに対するニーズというのが

高まっているのかなというところがあります。 

 その点、３つ目のポツに少し記しております、小売事業者から見たときにも再エネメニ

ューあるいはカーボンメニューへのニーズが高まっているという声が多くありまして、今

後こうした販売量が増える見込みとしている事業者が多くなっております。 

 続きまして、12 スライドになります。21 年度通年で見たときの調達状況になります。

左の円グラフがありますけれども、まず全体、外部調達が必要な量、21 年度販売電力量の

５％という形で決めている、外部から買ってくる必要がある総量というのが、約 405 億キ

ロワットアワーであります。 

 一方で、今回のアンケートを通じて、各社がどれぐらい市場で、あるいは相対で調達し

ようとしているかというと、約 360 億というところでありまして、義務量の約９割ぐらい

になっているというところです。残り１割はどうなっているかといえば、例えば 2020 年

度、前の年度に大きく買っているから 21 年度は少し抑え気味にというケースもあるでし

ょうし、また逆に、21 年度は少し抑えて、22 年度買おうとする事業者もいると考えられ

ます。全体としてならすと、約９割という中で市場と相対、数量的にいうと相対のほうが

６割、市場で４割といった形となっております。 

 以上がアンケート結果のご紹介でありまして、これらに基づいてということで、13 ペー

ジになります。前回もご議論いただきましたけれども、今回 2022 年度の中間目標を決め

るに当たっては、基本的に 22 年度の需要を想定して、22 年度単年度の需給で見ていくと

いうことでよいのでないかと考えております。 

 そうした観点から、下から２つ目のポツでありますけれども、22 年度の比率というのを

決めていくに当たっては、21 年度までの分、未調達の分というのは考えずに、22 年度単

年での需給に基づいて判断してはどうかと考えております。 

 その際には、一番下のポツになりますけれども、昨年度、2021 年度分と同様の需給バラ

ンスということで、今年度については 1.18、約２割供給量が多いという形での目標設定に

しておりますけれども、同じようなやり方で換算しますと、22 年度は 7.5％。今年度５％

でしたが、22年度 7.5％としてはどうかと考えております。 

 以上が、22年度の中間目標の考え方になります。 

 続きまして、第一フェーズ、20 年度から 22 年度、３年間で目標達成状況を評価すると

いった場合の評価方法になります。 

 評価の方法につきましては。前回ご議論いただきまして、どのような措置があり得るか

といった点、18、19 スライドに参考を記しております。基本、現行の高度化法に基づく指
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導・助言といった形がありますけれども、その他、罰金の水準についてもご議論があった

ところであります。 

 今回は、資料で言いますと 20 スライドになります。高度化法に基づく指導・助言、命

令などと別途、目標の達成状況をどのような形で公表していくかというところでありまし

て、20ページの下にお示ししていますのは、そういった意味での一つの案になります。 

 ここでは、未達成の事業者についてのみ、ことさらに一種のペナルティーとして出して

いくということではなくて、ある意味、情報公開というような観点から、全体の中で、目

標を達成していた事業者がどういう事業者で。達成していない事業者はどういう事業者で

ということを、全体を示していくというのが例の案になります。 

 下のイメージを見ていただきますと、目標達成の場合には、どれぐらい達成しているか、

超過達成する事業者もあると思います。目標に比べて 120％、150％調達している事業者

もあるでしょうが、ここはある意味まとめて目標達成率を示す。 

 一方で、より重要なのは目標未達成の事業者になりまして、目標との関係でわずかに届

かなかったのか。例えばオークション、あるいは相対取引を通じて証書を調達するわけで

すけれども、最後、販売電力量との兼ね合いで必ずしもきっちり 100％ということにはい

かず、例えば 99.8％でしたといったような例もあると思います。そういったものと、また

証書、そもそもあまり買わずにいて、目標に全然届いていないという事業者、そういった

違いが分かるという意味で、幾つかのレイヤーに分けて出していってはどうかというのが

ここでの考え方であります。 

 もちろん、全ての事業者の全ての達成状況、例えば個別の達成率を全部示していくとい

うことも一つの方法としては考えられるところでありますけれども、ここでは個々の事業

者の、ある程度。どういうふうに達成していくのか、あるいは達成できたのかというとこ

ろ、かなり詳細に世の中に出していくこと自体が目的では必ずしもないということで、幾

つかある意味まとめた形での出し方をご提案しているところであります。 

 続きまして、最後、アグリゲーターにおける環境価値の取り扱いというものになります。 

 22 ページに記しておりますけれども、今度の電事法改正で、来年の４月からアグリゲー

ターというのが電事法上も位置付けられることになるというところであります。このアグ

リゲーターにおける環境価値の取り扱いということで、ページが飛んでしまいますけど 29

ページをご覧いただければと思います。 

 このアグリゲーター、ひとつ束ねるというところではあるんですけれども、ＤＲ、需要

を束ねてのアグリゲーターと、あるいは再エネ電源を束ねてということが考えられます。

ここでは後者の再エネ、電源を束ねるといった場合のアグリゲーター、そこで再エネの小

さな、例えば太陽光を全部まとめて売っていくといったとき、その場合の環境価値につい

て、仮に市場で売ろうとした場合には、どういった立場にこのアグリゲーターを位置付け

るかというところであります。 

 この点については、２つ目のポツにありますけれども、基本的に発電事業者と同様、発
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電事業者に準ずる者として市場で売っていくことができるというふうに整理してはどうか

と考えております。もちろん市場で売らないで、一般的には例えばまとめて、あとは相対

取引で電気と一緒に売っていくというのも十分考えられるところでありますが、仮に市場

で売ろうとしたときには、発電事業者と同様というふうに位置付けてはどうかというとこ

ろであります。 

 最後、一番下のところにありますけれども、発電事業者に代わってアグリゲーターが売

っていくという意味での、ダブルカウント防止の仕組みというのは必要になると考えてお

ります。 

 以上が資料３－１の高度化法の中間目標の関係になります。 

 もう一つ、資料、同じく非化石で資料３－２があります。こちらはトラッキングの実証

についてというものになります。 

 ページで言いますと、３ページをご覧いただければと思います。トラッキング実証、

2019 年２月から行っております。まずはＦＩＴ証書、そして非ＦＩＴ証書についても、本

年８月からこの実証を始めております。トラッキングということで、それぞれの発電して

いる電源種、あるいは発電所の所在地といった属性を明らかにしていく、これがトラッキ

ングになります。 

 こうしたトラッキング、現在は実証として行っておりますけれども、将来的にこれを拡

大していくという方向でこれまでもご議論いただいておりまして、参考スライドとしてこ

れまでのご議論などを付けております。 

 そうした中で、ページは大きく飛びますけれども、16 スライドをご覧いただければと思

います。まずはＦＩＴ証書トラッキングの需要量の推移ということで、19 年２月に始まっ

てから証書取引の増加に合わせてトラッキングの需要というのも増加してきているという

ところであります。これは需要のほうでありまして、直近 11 月のオークションでは 20 億

キロワットアワー程度となっております。 

 一方で、供給側、次の 17 スライドになりますけれども、こちらは、この 11 月から全て

のＦＩＴ電源を対象にしたということで、供給量も一気に増えております。550 億キロワ

ットアワーというところでありまして、ＦＩＴ証書のトラッキングが大幅に増えていると

いう状況であります。 

 次に、18 ページ、参加者も、小売り、発電、増加しているところでありまして、こうい

った動きをしっかり根付くようにしていくというところで、今後の方向性についてご議論

いただければと思います。 

 まず、24 スライドになりますけれども、非化石の証書に対する需要の拡大に合わせて、

特に再エネといった点ではトラッキングの情報が大事になってきておりまして、これを広

げていくというのが、まさに大事、その重要性が高まりつつあると考えております。 

 次の 25 スライドになりますけれども、これまで実証という形で行ってきたトラッキン

グについて、今後は独立採算の一つの事業として行っていくこととしてはどうかと考えて
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おります。その場合の主体としまして、一番下に記しておりますけれども、現行、この非

化石証書の取引を行っている日本卸電力取引所がトラッキングを担うこととしてはどうか

というご提案になります。 

ちなみに、諸外国においても、後ろにちょっと参考資料がありますけれども、こういった

証書の取引を行っている取引所がトラッキングを行う、要はアメリカのようなスタイル、

あるいはヨーロッパでありますと全く別の独立機関が行うというスタイル、それぞれあり

まして、ここでは取引所が担っていってはどうかと考えているところであります。 

 その場合の、取引所において行っていく移管の時期ということで、次の 26 スライドに

記しておりますけれども、来年度、22 年度の初回オークションから実施していってはどう

かといったところであります。また、トラッキング、今後も需要が高まる中で、トラッキ

ングにおける課題、幾つか 26スライドに記しております。 

 例えば、非ＦＩＴ証書の相対取引におけるトラッキングですとか、あるいはトラッキン

グの付与された証書そのものの見える化といった点、さらにはデジタル化、また、大きな

点で言いますと、トラッキングにおける有償化、現行は国の実証事業ということで、これ

自体、費用、料金が反映されておりませんけれども、独立の事業として行っていく中では、

トラッキング、一定のコストが発生しますので、そういったものを有償化していってはど

うかという点、これらの課題をお示ししております。 

 資料、最後 30 ページ、今後の方向性の③ということで記しております。これまで実証

で行ってきておりますけれども、発電事業者のある意味協力において必要な属性情報とい

うのが提出されておりますけれども、今後は全量トラッキングというのをしていく中で、

発電事業者においてこういった電源の属性の情報を提供していくということ、そういった

形での情報提供を制度的に明確化していくこととしてはどうかと考えておりまして、具体

的には、例えば法律上の協力の義務みたいな形で明確化していってはどうかと考えており

ます。 

 非化石市場に関する事務局からのご説明は以上になります。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。それでは、ご説明があった内容についてぜひ討議をさせてい

ただければと思います。発言の希望がある方は、チャットのコメント欄に記していただけ

れば指名をさせていただきます。通例どおり、発言順は委員からご発言いただいてオブザ

ーバーということですけれども、先にオブザーバーの方、手を挙げていただいても全く構

いませんので、よろしくお願いします。いかがでしょうか。 

 ありがとうございます。それでは辻委員からお願いします。 

○辻委員 

 ありがとうございます。辻です。ご説明いただきありがとうございました。 

 高度化法のその中間目標値と、あとトラッキングについて、コメント、意見ですけれど

も、まず高度化法については、１つ確認したかったのは、アンケートの結果でお示しいた
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だいているＦＩＴ証書の調達状況、405 億キロワットアワーのうちの 363 億キロワットア

ワーまで調達見込みになっているというお話ですけれども、注釈に書いていただいている

とおり、20年度の未調達分の 200億キロワットアワーはここには含まれていないというこ

とで、この 200 億キロワットアワーに対する見通しがどうかというところは、今回アンケ

ートをもし取られているとすれば、その見通し、何かあれば教えていただきたいと思って

おります。 

 いずれにしても、そこも含めて 2021 年度で需給バランスを、この 200 億キロワットア

ワーも含めて考えたという経緯を考えると、事務局ご提案のとおり、22 年度単年での需給

バランスに基づいて判断するという方向でよろしいのではないかと思っております。 

 その上での今回お示しいただいた 7.5％の水準については昨年とほぼ同じというところ

で、引き上げたほうがいいかどうかというところで議論があろうかとは思いますけれども、

先ほどの 200 億キロワットアワー、初年度に出た比較的大きい持ち越し分なんかの行く先

がどうかというところ、多少不確実性があるのかなと思いますと、そういったところを救

出するということも考えて、昨年度と同じ程度ということで、7.5％というのはまあいいの

かなと感じております。 

 あと、トラッキングのことについてはご報告ありがとうございました。基本的に順調に

開始できているということで理解しております。これはコメントだけなんですけれども、

まずＪＰＸが主体となってというのも、特に異存はございません。最後の論点でお示しい

ただいたところで、今後のことですけれども、電源証明型へ移行していこうというときに、

以前にも同じことを申し上げましたけど、電源種別や産地ごとに市場を形成するかどうか

という話が以前からあったと思いますけれども、その辺りを今後どうするかというところ

は、特にちょっと議論が複雑になるのかなと思いますと、早期に議論を開始したほうがい

いかなと感じております。 

 私から、以上です。 

○大橋座長 

  ありがとうございます。ご質問の部分は後ほど事務局からご回答いただくという形に

したいと思いますが、たぶんアンケートでは聞いていないということじゃないかと思って

います。 

 それでは、他の委員の方、あるいはオブザーバー、いかがでしょうか。小宮山委員、お

願いします。 

○小宮山委員 

 ご説明ありがとうございました。２点だけコメントさせていただければと思います。 

 まず高度化法、中間目標の評価方法について、スライドの 20 枚目かと存じ上げますけ

れども、小川課長からもご説明ございましたとおり、各事業者がさまざまな方策で恐らく

目標達成に向けてご努力されておりますので、そうした努力や進捗（しんちょく）状況が

透明性を持ってよく分かるようにお示しいただければというふうに存じております。 
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 最後、２点目でございますけれども、トラッキングに関しまして、スライド 26 枚目に

ありましたとおり、非ＦＩＴ証書の相対取引のトラッキング、証書の見える化、非常に大

事な論点でございますので、今後そうした検討事項について議論を深めること、大変有意

義であると考えておりますので、証書へのニーズをさらに高める上でも大変重要かと思っ

ておりますので、ぜひご検討を進めていただければと存じております。以上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。それでは竹廣オブザーバー、お願いします。 

○竹廣オブザーバー 

 エネットの竹廣です。聞こえますでしょうか。 

○大橋座長 

 はい。 

○竹廣オブザーバー 

 先ほど辻委員からご指摘がございました 2020 年度の未調達分の 200 億キロワットアワ

ーに関するところは、ご指摘のとおりで、今回の需給バランス 1.19 程度の意味合いを持ち

ますこの外部調達比率 7.5％という値です。一見、今年度の需給バランスに近い値をご採

用いただいているように見えるわけですけれども、今回は供給計画から試算いただいた

2022 年度の小売必要量 775 億キロワットアワー、これが、この 200 億キロワットアワー

が反映されていないというふうに理解していますので、ちょっと誤解を生んでいる恐れも

あって、注意が必要だなとまず思いました。 

 つまりは、今年度の未調達分、これまでの未調達分 200 億キロワットアワーを考慮しま

すと相当に需給が逼迫（ひっぱく）する可能性がありますので、場合によっては売り切れ

で買えないと、第一フェーズの最後に買えないという事態も想定されるかと思いました。

ですので、これについては慎重にご検討ならびにご判断いただきたいと考えたところです。 

 もう一点、トラッキング実証のところでございますが、資料のとおり、これまでの３年

の実績を踏まえまして、今後は独立採算で他機関の事業とする方向でよろしいかと思いま

す。 

 非化石価値の提供に当たって、需要家の窓となります小売りの立場でこのトラッキング

に求めたいものは、まずもって非化石価値の正しい証明や保証でございまして、信頼性あ

る仕組みがまず大事だと思っています。 

 この仕組みには、当然ながら価値の移転ですとか償却、しっかりとした証書の管理を含

めて期待をするところでございます。25 ページに、さらなる利便性の改善に向けて他機関

へ移管というふうに記載をいただいていまして、利便性についてはそのとおりでございま

すけれども、欲しいのは、必要なデータの抽出機能です。データをどう活用して、どう分

析して、価値に結び付けるかといったようなところは、まさに事業者の腕の見せ所だとも

思っていますので、必要以上の機能で高コストになること自体は避けたいなと考えていま

す。 
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 それと、今後他機関においてこのような積極的な検討や対応が担保されて、近く電源証

明化についても取り組みがなされますように、国において引き続きフォローと制度的なか

じ取りをお願いしますとともに、３年間の実証で蓄積された運用ノウハウがしっかりと引

き継がれる仕組みでお願いをしたいと考えております。以上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。次、委員で、河辺委員、お願いします。 

○河辺委員 

 恐れ入ります。河辺です。ご指名ありがとうございます。私からは、22 年度の外部調達

比率について発言させていただきます。 

 まず、今回事務局提案の 7.5％という比率、こちらは、22 年度に売り切れとか価格高騰

などが起こらないように設定するという観点で、21 年度と同様の裕度を持たせた設定にな

っているという、こちらの方向性に、まずは賛同させていただきます。 

 その上で、先ほど辻委員などからもご発言ございましたように、今回お示しいただいた

21 年度の外部調達必要総量の中には、20 年度の未調達分が含まれていないということの

ようですので、達成状況は実際は 90％を下回っているということではないかと理解いたし

ました。そのため、21年度の持ち越しといった懸念もあるのではないかと思います。 

 特に、この第一フェーズでは、昨冬のインバランス料金高騰で負債を負いました小売事

業者の方が多いということですとか、ほとんどの事業所の方が今回のアンケート結果の中

でも示されていたように、証書調達のための費用を価格転嫁できていないという、こうい

った状況があるということを踏まえますと、証書調達のタイミングというのを来年度に回

さざるを得ないような事業者も今後出てくるのではないかというふうに心配されます。 

 そこで、今後そうした理由で 21 年度も未調達量が大きくなってしまったという場合に

は、目標値の再検討といった措置も考えていく必要があるのではないかと考えます。以上

となります。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。秋元委員、お願いします。 

○秋元委員 

 秋元です。どうもありがとうございます。 

 今、私もちょっと、今河辺委員がおっしゃられたことと、辻委員がおっしゃられたこと

とも同じなんだと思いますけれども、ちょっと若干引っ掛かるという感じがしました。 

 それで、今河辺委員がおっしゃられたように、私も 20％ぐらいの余裕を持つということ

に関しては、前回と、昨年度と同様ということで、その辺り賛成でございますし、ちょう

どその辺りで設定するというのは妥当だと思います。 

 それで、あと、基本的に年度で閉じるというふうに考えていくということに関しても、

基本は賛成なんですが、やはり 200 億キロワットアワー分の未調達分の行方というところ

がどうしてでも気になって、場合によったら売り切れはやっぱり避けたいなという気がし
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ますので、その辺りもう少し何か見極め手段がないのかなと思ったところでございます。 

 例えば次回の１月の３回目というところをちょっと確認した上で決定できないかとか、

そういうことも含めて、もう少し慎重に考える余地もあるのかなと思ったところでござい

ます。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。次に、お待たせしました。花井オブザーバー、お願いします。 

○花井オブザーバー 

 中部電力花井でございます。ありがとうございます。今回の論点のうち、22 年度の中間

目標値、それと第一フェーズにおける中間目標の評価方法、この２点について意見させて

いただきます。 

 まず、中間目標値についてですが、外部調達比率の設定に関しまして、22 年単年度での

需給に基づき 7.5％とするご提案に異論はございません。一方で、先ほどから 200 億キロ

ワットアワーの行き先ということでご議論が出ておりますが、われわれもそこを心配して

おります。20 年度の未達分の約 200 億キロワットアワーを考慮しますと、21 年度時点で

累積調達必要量は 605 億キロワットアワーということになってきます。その累積必要量か

ら 21 年度の調達見込み量を差し引きますと、約 242 億キロワットアワー、これが 21 年度

時点での累積未達分になることが推測されます。 

 仮に、外部調達見込みがこの結果どおりとなった場合、22 年度の需要量に 21 年度時点

での累積未達分を加えますと、需要バランスは１を下回るということになりますので、そ

うなりますと、先ほど委員の皆さん方がご懸念されたことが起こるということと思います。 

 22 年度の需給バランスを適正な数値に落ち着かせるためにも、まずは 21 年度までの累

積調達見込みがない事業者に対しまして、調達見込みが少ない理由や今後の調達予定を確

認し、他の事業者と比較した調達状況のポジションを教示するなどして、21 年度中に極力

調達を促すことが必要ではないかと考えております。 

 なお、万一、21 年度の外部調達量が見込みよりも増えず、真摯に 21 年度までの目標を

達成している事業者が上限価格で入札や相対調達しようとしても調達必要量を調達し切れ

ず、22 年度が未達になってしまった場合につきましては、指導や助言、命令等の対象外と

するという対応もご検討いただければと考えております。 

 続いて、第一フェーズにおける中間目標の評価方法についてです。20 ページに、目標未

達事業者に対して、その背景や状況などを考慮しながら必要に応じて指導や助言を行うと

ありますが、事業者間の公平性の観点から、指導や助言、または勧告の対象となる具体的

な条件について、事前に可能な限り明確にしておくべきだと考えております。 

 また、20 ページに公表のイメージの例ということで記載されております。目標未達事業

者につきましては未達率を公表していくというご提案をいただいておりますが、これに加

えて、目標達成者側につきましても、達成率の公表をご検討いただくということも事業者

間で公平感を損なわない評価となるように考えておりますので、ぜひご検討よろしくお願
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いいたします。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。加藤オブザーバー、お願いします。 

○加藤オブザーバー 

 Ｊ－ＰＯＷＥＲの加藤でございます。トラッキングの実証について意見を述べさせてい

ただきたいと思います。 

 現状、非ＦＩＴ証書については、オークションでの約定分のみがトラッキング対象にな

っているところ、実態として、最低価格で札を入れても未約定が出ている状況と認識して

おります。売り手と買い手の双方が希望しても、未約定になったとするとトラッキング情

報を付与できないことになってしまいますので、これは極めてもったいないと思っていま

す。仮にこのような状況が続いてしまうと、ほぼ確実にトラッキングできるＦＩＴ証書に

ニーズが集中してしまうのではないかと考えます。 

一方で、今後ＦＩＴを卒業する電源も増えてまいりますので、非ＦＩＴ証書のトラッキ

ングをしっかり育てていかないといけないと思ってございます。今回資料にも記載をいた

だいております通り、市場外での取引も相当量ございますので、相対取引でのトラッキン

グをできるだけ早く可能にすべきと考えてございます。どうぞよろしくお願いします。以

上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。次は、石坂オブザーバーお願いします。 

○石坂オブザーバー 

 東京ガス石坂でございます。ありがとうございます。私も河辺委員はじめ各委員の方が

おっしゃったことと同じになってしまうんですけれども、昨年度の 200 億キロワットアワ

ーの持ち越し分もありますし、実は今年度もちょっとどうなるのかというのを心配してお

りまして、昨年度、ＪＰＸの価格高騰で、かなり小売電気事業者、資金繰りに窮して、実

は今年度も 10 月ぐらいからＪＰＸ価格が上がっていて、小売電気事業者の資金繰りを結

構傷めるような状況になってきていて、買いたくても買えない事業者が結構出るんじゃな

いのかなということを心配していて、なので、こうしてくださいという具体的な意見があ

るわけではないんですけれども、ちょっとそういう懸念がある状況下で、来年度の目標を

どうするかという議論が必要なんじゃないかなと思っております。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。次、小川オブザーバーお願いします。 

○小川オブザーバー 

 関西電力の小川でございます。聞こえていますでしょうか。 

○大橋座長 

 はい。 

○小川オブザーバー 
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 今回、事務局におかれましては、アンケート結果、丁寧に取りまとめいただきましてあ

りがとうございます。今後の、これは大きな参考になると思っております。 

 その上で、外部調達比率でございますけれども、今回ご提案いただいています 2022 年

度の外部調達比率 7.5％という案でございますけれども、これはもともと引き上げを行う

ということと、これまでの同程度の２割程度の余力ということで、これまでの方針にのっ

とったものだというふうに理解しておりますので、これで進めていただければと思ってお

ります。 

 小売電気事業者として少し申し上げたいんですが、やはり、わが国がカーボンニュート

ラルを目指していく上で、今後、また数字も変わると思いますが、現行の高度化法では、

やはり 2030 年の非化石電源比率 44％以上ということで決まっておりまして、その過程で

中間評価を行って非化石電源の事業促進に努めるということになっておりますので、小売

電気事業者としては、やはりこうした高度化法の趣旨にのっとって、課せられた中間目標

の達成にしっかりと取り組んでいくと同時に、今回のアンケート結果でもありましたけれ

ども、調達した証書を有効に活用して、実際のその電気をお使いになるお客さまの脱酸素

化ニーズにお応えしていくソリューションを、こういうものを提案していくことが重要だ

と改めて考えているところでございます。 

 今回、資料の３－２のほう、21 ページに、当社のトラッキング付き非化石証書を活用し

た事例をご紹介いただいておりますけれども、やはりカーボンフリーのメニュー、あるい

は再エネメニューに関するお客さまからのニーズ、これは着実に増加しているという手応

えを感じているところでございます。 

 当社としましても、多様なニーズに積極的にお応えしていくとともに、この再エネ価値

取引市場および高度化法義務達成市場で調達した証書を使ったメニューの拡充、あるいは

さまざまなソリューションなどの提案を行っていきたいと考えているところでございます。 

 それから、あともう一点、評価方法のところでございますが、今回、20 ページのところ

ですが、報告対象事業者については、目標達成事業者と未達事業者に分けて社名を公表し

た上で、目標未達の事業者については、未達の程度について併せて公表するという案がご

提示いただいていると思います。 

 これについては、一見厳しいという印象も受けますが、やはり先ほど申し上げた高度化

法の役割を適切に機能させていくという観点からも、単に目標達成したか、していないか

ということだけではなくて、やはり各事業者の目標達成の度合い、要は、努力した度合い、

これが見える化されるということについては、やはり意義があると考えておりますので、

今回の事務局の提案は適切ではないかと考える次第です。以上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。今、委員に手が挙がっているのに気付きまして、松村委員、お

願いします。 

○松村委員 
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 すみません、遅くなって申し訳ありませんでした。私、基本的に事務局案に賛成なので、

今回発言するつもりはなかったんですが、花井オブザーバーのご発言、私聞き間違えたん

じゃないかと思って、ちょっと確認したいんですけど、目標達成事業者に関しても達成率

というか、超過達成率というか、それを公表したほうがいいということをおっしゃったの

でしょうか。 

 私自身は、事務局案が妥当だと思っているのですが、目標達成事業者の場合に、超過達

成が 100％なのか、101％なのか、105％なのかというのに関して言えば、値が大きいとい

うのは望ましいことと言えるのかどうかというのは相当に微妙で、すごく超過していると

いうことがあったとすると、それって、証書を抱え込んで、それで売らなかったのか、あ

るいは、必要以上に買いあさって価格をつり上げたのかと、そういうことで、むしろ疑い

の目が持たれるという、そういう意味ではその情報の価値はかなりあると思うんですが、

しかし、それをここで一緒に言ってしまうと、大きいのも駄目と言っているようにも見え

て、全く違う目的のものなので、別のやり方のほうがいいと思います。 

 その意味では、目標達成事業者は、今回の事務局案のように、達成したという事実だけ

を成し、むしろ抱え込んでいるというようなことが疑われるようなものなら別の文脈でち

ゃんと調べるということをするのがよいと思います。達成率が高ければ立派だという、そ

ういうつもりで言ったんだとすれば、私はとても異議があります。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。さまざまご意見あったということで、ありがとうございます。 

 上手オブザーバーですか、お願いします。 

○上手オブザーバー 

  上手でございます。私のほうからは資料３－１、３－２、それぞれ１点ずつコメント

申し上げたいと思います。 

 まず３－１の高度化法の中間目標ですけれども、20 ページのところで、イメージ例とい

うことで公表のイメージをお示しいただいていますけれども、達成事業者の社名をこうい

った形で公表して、未達成事業者については未達の程度も併せて公表すると、それは、こ

の方向には賛同いたします。 

 未達の程度については、未達の金額感がやはり想像できるようにしていただいたほうが

いいかなと思っておりまして、例えば直近販売キロワットの情報などを付与して、もう少

し厳しい内容にしたほうがいいのではないかと思っております。 

 それから、資料３－２のトラッキング実証に関してですけれども、25 ページ、26 ペー

ジのところで今後の方向性について示されておりますが、小売事業者としてトラッキング

の需要家ニーズはやはり急速に拡大していると感じますので、やはり今後ＪEＰＸに独立

採算事業として移管する、この方向には賛同させていただきます。 

 トラッキング利用の手数料化というのは、適正なコスト負担の観点から当然導入される

ものと考えますけれども、例えば利用数量に応じて徴収するとか、そういった形で、不公
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平感のない仕組みをぜひご検討いただきたいと思っております。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。次に、渡辺オブザーバー、お願いします。 

○渡辺オブザーバー 

 渡辺でございますが、聞こえていますでしょうか。 

○大橋座長 

 はい。 

○渡辺オブザーバー 

  高度化法の中間目標の点と、あとトラッキングについて、それぞれ１つずつ意見をコ

メントさせていただければと思っています。 

 非ＦＩＴ証書の調達状況に関するアンケートの実施ならびに結果を取りまとめていただ

いて、大変クリアに状況が分かったと思います。ありがとうございました。22 年度の外部

調達比率目標については、事務局案に大きな違和感はないですし、決めて、始めないとい

けないということも重々分かっております。 

 一方で、もう皆さんご指摘のとおりで、20 年度の未調達分の存在も含めて、なかなかふ

たを開けてみないと分からないということも多いと思いますので、花井オブザーバーのご

意見にもあったと思いますけれども、万が一売り切れみたいなものが発生した場合の救済

的な措置を、事前に準備して臨むべきではないかと感じております。 

 それから、トラッキングにつきましては、さらなるトラッキングの利便性の改善に向け

て、実証事業から他機関での独立採算事業として移管を行うというところで、そこについ

ては賛同いたしますが、一方で、非化石証書を利用する需要家からすると、これを国内の

みならず海外のいろいろなステークホルダーに自社の取り組みとしてきちっと説明してい

く必要があります。 

 そういう観点で考えますと、トラッキングというのは、やはりベースとなる重要な取り

組みの１つですので、他機関に移管後も、国内外の法律や海外のイニシアチブ等々のその

適合性については確認や検証をし続けていく必要があるということだと思っております。

その点についてはぜひ国が一定の関与をきちっと継続いただく必要があるのではないかと

思っております。 

 それと、26 ページに例として記載いただいています『今後の課題検討』ということにつ

きましては、ぜひ、これを進めていく上で、実際のトラッキングに参加している発電事業

者、小売電気事業者および最終的に利用します需要家の具体的な意見を聞いて進めていた

だければと思っておりますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 おおむね手が挙がっている方はご発言いただいたと思っているんですが、よろしいでし

ょうか。もしよろしければ、今日、國松オブザーバー来ているとすれば、ＪEＰＸのお話
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もいろいろ出ていますので、もし一言二言いただければありがたいですが、いかがでしょ

うか。 

○國松オブザーバー 

 ありがとうございます。取引所の國松でございます。 

 トラッキングに関しまして、他機関ということで、私ども日本卸電力取引所のほうが主

体となって行っていってはどうかというご提案でございまして、私どももここで挙げられ

ておりますようなことをしっかり実行しながら、主体として、皆さまが混乱しないように、

かつスムーズな移管をしていきたいと思っておりますし、また、利用する皆さまの声をよ

く聞きながら、さらなるトラッキングの発展、これを果たしていきたいと思っております。 

 もちろんその中ではいろんなプロトコル、そういったところへの適合もしっかりと議論

をして、それに合うような形を実現していくということを、主体として国と協力しながら

やってまいりたいと思っております。そういった中でかかる費用につきましては、ご相談

しながら実施に移していくつもりでおります。ありがとうございます。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。もし、以上でよろしければ、もしよろしければ、事務局から

受け止めのほうをいただいてもよろしいでしょうか。 

○事務局 

 さまざまご意見いただきありがとうございました。 

 まず、中間目標についてです。辻委員からご質問いただいた点は、20 年度の未調達分の

見通し、アンケートでは、ここのところは聞いていないと大橋座長からもコメントがあっ

たとおりであります。その上で、この 22 年度の目標については、委員、オブザーバー、

多くの方々から違和感といいましょうか、若干懸念という形で、20 年度の未調達分がどう

なるかという点についての疑義が示されたかなと思っております。その点についてはもう

少し情報を確認して、その上で、最終的に次回 22 年度の目標というのを決めていただけ

ればと考えております。 

 その際の考慮要素としまして、今日は、どちらかというと 20 年度の未調達がどんどん

後ろ倒しになって、22 年度に来たらというところの懸念でありますし、逆としましては、

後ろに回れば回るほど、仮にそれを前提に目標を定めるということにしていくと、それが

かえって、例えば 21 年度もまだまだ調達があるところを、そこの調達を、むしろ後に回

すことにならないか、その辺は、実態、事業者がどういうふうに今計画して、今後調達し

ていくかといったところになりますので、今回アンケートで十分取り切れなかったところ

も含めて、もう少し整理したいと思いますし、また、一部オブザーバーの方からもご意見

でありました、例えば仮に今回のような形で目標を定めていくときには、万が一の場合の

救済措置をセットでないと難しいのではないか、こういった点、どういったオプションが

あるか、もう少し整理して、また次回ご議論いただければと考えております。 

 同じ中間目標の中でも、公表の方法も同様に幾つかご意見いただいておりますので、こ
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こも引き続き整理していきたいと思っております。 

 一方で、トラッキングのほうは、まさにいただいたようなご意見を踏まえつつ、国にお

いてももう実証がなくなって終わりということではなくて、しっかり関与しながら、スム

ーズな移管と利便性の向上ということで努めていきたいと考えております。 

 事務局からは以上です。 

○大橋座長 

  ありがとうございました。まとめますと、今まとめていただいたわけですが、資料３

－１については、調達比率および中間評価の方向について、また事務局でも検討されると

いうことですので、こちらのほう、ぜひ引き続きよろしくお願いします。 

 アグリゲーターの扱いについては特段ご意見なかったわけですが、発電事業者相当とい

うことで特段ご異論がなかったというふうな受け止めでいます。 

 資料の３－２はトラッキングの話ですが、基本的にしっかりやってほしいということで、

これはＪEＰＸになられたとすれば、そこはしっかり受け止めてほしいというお話だった

と思います。データの抽出とか、いろいろ企業側も分析したいというニーズがあるという

ことですので、そうしたものを含めてしっかりガバナンスの体制を組んでいただければと

いうことだったんじゃないかと思いますので、この点も、ぜひよろしくお願いします。 

 ということで、以上が最初の議題でございますが、特段これ以上追加でご発言ないよう

でしたら、次の議題の２に移りたいと思います。 

 

（２）容量市場について 

 

○大橋座長 

 議題の２は容量市場についてということでございまして、資料４－１と４－２がござい

ます。それぞれ電力広域的運営推進機関と、あと事務局よりご説明のほうをお願いいたし

ます。 

○山次オブザーバー 

 そういたしましたら、資料４－１について、広域機関の山次でございます。本日ご説明

させていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 日本全体の供給力を効率的に確保する市場といたしまして、昨年からオークションを開

始いたしました容量市場につきまして、このたび第２回のメインオークションということ

で、４年後、2025 年度の供給力確保を行うオークション応札受付を 10 月に行いましたと

ころでございます。本日のお昼にその約定結果を公表いたしましたので、その内容をご報

告いたしたいと思います。 

 資料右肩２ページをご覧ください。こちらが本日のご報告内容でして、こちらの資料は

本日のお昼に公表しているものでございます。こちら公表に際して、「はじめに」といっ

たところと、あと２番というところで約定結果の概要、３番というところで各種分析とい
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うところを行ってございます。公表に際してどういった分析をするかといったところは、

これまでもいろんな形でご審議いただいていたところでございまして、そうした議論を踏

まえた内容というふうになってございます。 

 多くの事項は昨年もご報告している内容となりますので、必要に応じて昨年の報告資料

と比較していただければと思いますけれども、本資料は、あくまで今回のオークションの

ファクトにフォーカスして記載した資料ということになりますので、そうした比較につい

ては、この資料上、単体では十分ではないことをあらかじめご承知おきくださればと思い

ます。 

 右肩３ページが、容量市場の概要というところでございまして、４ページが約定結果の

公表というところでございます。こちら最下段のところ、一番下のところに、募集要綱の

記載の中でポツが幾つか書いてございますけれども、一番下に落札電源ごとの当該電源の

容量提供事業者名、電源ＩＤ、落札容量といったところを書いてございます。こちらは落

札電源の一覧というところで、今回、今年のオークションから新たに追記されたところと

いうことになります。こちらの市場自体は今回のご報告の中には含まれておりませんけれ

ども、当機関のウェブサイトのほうで公表しておりますので、ご覧くださればと思います。 

 右肩５ページが、スケジュールというところで、７月ぐらいから 10 月ぐらいまでかけ

ましてオークションをやってきたというところのご説明でございます。 

 ６ページ、７ページでは、用語説明というところで、そもそもといったところを書いて

いるわけですけれども、この中で、ちょっと今年度アップデートをやった箇所だけピック

アップしてお話したいと思いますけれども、６ページでは、全国の供給信頼度という記載

がございます。こちらは検討会の内容を踏まえてアップデートした箇所でございまして、

この、交点を基に供給しないと決めていくというところの議論がございました内容でした

ので、アップデートしてございます。 

 ７ページのほうは、エリアとＮｅｔＣＯＮＥに関しては去年と同じなんですけれども、

それ以外に関しましては新規追加、あるいは更新したものというところでございます。 

 経過措置に関しては、昨年度の議論の中で内容を更新してございますので、その内容を

書いているというものになります。 

 「約定処理上の市場分断」「不足エリア・充足エリア」「ブロック」「マルチプライス」

については今年追記したものでございます。内容自体は初年度から決めていた内容という

ところで、仕組みとして変えたものではございませんけれども、後で述べますけれども、

こうした仕組みを今回用いることになりましたので、ご説明を追記したものでございます。

いずれも昨年からある仕組みではありますけれども、今年度使われた仕組みというところ

でございます。 

 今年度のオークションの様子を一番端的に表しているものが、右肩８ページでございま

すので、ちょっとこちら、しっかりご説明させていただきます。 

 まず矢尻１番目ですけれども、約定総容量といったところは１億 6,534 万キロワットに
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なったというところでございます。 

 ちょっと矢尻飛ばしまして、経過措置を踏まえた約定総額というところは 5,140 億円と

なったというところが今年度の大きなイメージというところでございます。 

 その下、特記事項とありますけれども、今回は約定処理上の市場分断というところで、

北海道と九州エリア、それからそれ以外のエリアというところで、こちらブロックという

言い方をしておりますけれども、３つのブロックに分かれたというところでございます。

また、このエリアプライスの関係等を含めまして、北海道エリアと九州エリアではマルチ

プライス方式という形のものが適用されたことになります。 

 こういったことから、先ほどのところに関しましては、エリアプライスというところは

３つあるという形になっております。北海道エリア 5,242 円、北海道・九州エリア以外

3,495円、九州エリア 5,242円というところでございます。 

 分断したから北海道エリアと九州エリアが北海道・九州エリア以外と違うというところ

もそうなんですけれども、こちらの価格が違うところは、先ほど１つ前のページでもご説

明いたしましたけれども、マルチプライスという仕組みにおいては、隣接エリアの 1.5 倍

をそのエリアのエリアプライスと指定といったところがございましたので、この 5,242 と

いう数字は、3,495 の 1.5 倍という数字でございます。ですので、北海道エリアと九州エ

リアでは、この 5,242 の他にマルチプライスになった電源もあるといったような仕上がり

になったというところでございます。 

 すみません、特記事項のほうに戻りますけれども、特記事項のチェックの３つ目です。

発動指令電源というところの応札容量においては、メインオークションにおける調達上限

容量というところ、全国Ｈ３需要の３％というところで置いておりましたけれども、これ

を今回超したというところがございました。ちょっとこの話もまた後ほど述べさせていた

だきたいと思います。 

 落札電源一覧について、別紙に示すとおりというところで、当機関のホームページで公

表しているというものでございます。 

 こういった形が今年度のオークションの全体的な様子というところでございました。細

かいところ、米印いっぱい付けておりますけれども、後ほどご説明してまいりたいと思い

ますので、後半のほうでいろいろご説明させていただきます。 

 右肩９ページですけれども、こちら各エリアごとの約定容量やエリアプライスといった

ものを書いているものでございます。 

 北海道と九州が少し色を変えておりまして、また、米印を付けておりますのは、先ほど

申し上げました、ここではマルチプライスが適用されたというところもありますので、ち

ょっと扱いを変えているものでございます。 

 それ以外のエリアでは 3,495 円というところで、ここに記載の約定容量というものが適

用されたというところでございます。この約定総額は、経過措置控除した後の数字という

ところでございます。 
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 先ほどの募集要綱の中でも、こうしたマルチプライスを適用したところでは、マルチプ

ライス分とそうじゃない分を併せて記載するというところをルール付けておりましたもの

で、それを書いたものが右肩 10ページになります。 

 右肩 10 ページでは、東北から四国まで同じですけれども、北海道と九州におきまして

は、そのマルチプライスの部分というのを下段に書いておりまして、それ以外の部分を上

段に書いているというところになります。ですので、北海道なら、上段の例えば約定容量

とか約定価格と下段を足したものが９ページの数字になると、そういった形になっている

ものでございます。 

 マルチプライスでは応札価格に応じた、これはもちろん落札したものに限るということ

ですけれども、金額で支払われるという形になりますので、約定価格のところには応札価

格と書いている次第でございます。 

 こちらの９ページ、10 ページというところが今年度の約定のイメージというところにな

るかと思います。 

 続きまして、右肩 11 ページでは、一般送配電事業者さまと小売電気事業者さまにおか

れましての容量拠出金の試算というところでございます。こういった形の試算になるとい

うところになります。こちらは第四次中間取りまとめでＨ３需要の７％相当分という扱い

でしたので、それを基に試算したものというところになります。例えば北海道エリアであ

れば、そのエリアの小売電気事業者さまが年間で総額 265 億円と、おおよそこんなイメー

ジになるものでございます。 

 続きまして、右肩 12 ページですけれども、こちらも今回の応札の状況を端的に表した

ものの１つと言えるかなと思います。 

 こちらの青い曲線、これがいわゆる供給曲線、今回スムージング処理を行っております

けれども、こういったものでございまして、これが応札がどのようになったかというとこ

ろでございます。 

 去年の資料と比べますと、だいぶこのカーブの形、変わっているかなと思います。また、

併せまして左下のほうに追加オークションで調達を予定している供給力といったような記

載がございます。この辺りが制度変更の影響で、こういったところに相当する分だけ、こ

の青い曲線も右側にシフトしているといったようなことが起きているといったようなとこ

ろで、そういった制度変更と応札行動の変化といったようなものは、何となくこういった

ところから見えてくるものかなと思います。 

 先ほど左下でＦＩＴ電源等の期待容量というところと追加オークションで調達を予定し

ている供給力というところを申し上げましたけれども、そのもうちょっと具体的な数字が

右肩 13ページで書いているものになります。 

 ＦＩＴ電源の期待容量の中には、石炭とバイオマス混焼のＦＩＴ電源の供給力に関して、

応札後に織り込むといったような議論を踏まえた数字や、追加オークションで調達を予定

している供給力といったようなところの数字を入れたものでございました。 
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 右肩 14 ページは、先ほど約定処理上の市場分断というところで申し上げたものになり

ます。需要曲線と供給曲線の交点における全国の供給信頼度というところに関しましては、

0.017 となりましたので、この数字をめがけて電源の追加・減少的処理を行っていくとい

うところでございます。 

 その処理の経緯を下の表で書いてございます。北海道と九州は、供給信頼度は数字とし

て非常に高かったと、非常に悪かったというところがございましたので、この２エリアが

不足ブロックとして市場分断処理ということになりまして、電源を追加して供給信頼度が

これだけになったというところでございます。あとは減少処理を行いましてこういったバ

ランスになったというところでございました。 

 すみません、米印にも書いておりますけれども、ここで 0.000 というのがございますけ

れども、これは純粋にゼロを表しているものではなくて、桁数の表現上、ゼロになってい

るというものでございまして、実際には数字はあるというものになっております。 

 15 ページでは、マルチプライスの話のもうちょっと具体的な計算の仕方というところを

書いてございます。 

 16 ページでは、発動指令電源の約定処理というところです。今回は調達上限を超しまし

たと申し上げましたけれども、もうちょっと踏み込んで申し上げますと、発動指令電源の

０円の札でその上限を超したということが起きました。この辺りの議論は別途してござい

ましたので、その議論に沿って処理を行ったというところで、落札者を決定したというと

ころでございました。この辺り、ランダム処理といったようなところの話は以前にもあっ

たというところでございます。 

 17 ページでは、そういった容量拠出金の算定の仕方の、集計の仕方です。市場分断があ

ったときの場合の記載の仕方というところでございました。 

 ここまでは全体的な概要というところでございまして、18 ページ以降はもうちょっと細

かいところではあるんですけどそういった話をしている、まとめているものでございます。 

 重複する部分もございますので、ここから少しさっと行きますと、19 ページは全国の供

給信頼度、これは最終的に分断処理を行った後ということになりますけれども、というと

ころや、調達量といったところを記載しているものでございます。 

 すみません、先ほど少し説明が漏れましたけれども、ここで申し上げている調達量、一

番右に書いてありますものというのは、こちらは単純な約定量だけではなくて、ＦＩＴ電

源であったりとか、そういった分も含めた確保した供給力といったようなイメージのもの

になります。確保したと言っても追加オークションに回した分でもあるというところでご

ざいますけれども、そういった部分はこの右側にある調達量ということになります。です

ので、先ほどの約定量と差があるのはそういう理由になってございます。 

 20ページは、先ほどと同じ内容でございますが、ちょっと割愛いたします。 

 21 ページは、どんな応札があったかというところでございます。全国の総量としては

17,725 といったところでございまして、ほとんどが安定電源だったというところでござい
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ますけれども、変動が 439 万キロワット、変動アグリが 38 万キロワットというところ、

発動指令が 566 万キロワットというところで、大変去年より増えたというところでござい

ました。 

 どれがそれぞれ落札したかといった落札率といったところ、そちらは 22 ページになっ

てございます。去年は比較的落札の件数、少なかったかと思いますけど、今年はそれなり

に落選したというところでございました。非落札の容量もそれなりになったというところ

でございます。右側にございますように、非落札容量も 1,191 万キロワットぐらいあった

というところになります。大半が安定電源というところになるわけですけれども、そうい

った形でございました。 

 右肩 23 ページは、その応札の中の発電方式別の容量ということになります。こちらは

安定と変動（単独）というところで集計したものになりますけれども、こういった形でし

て、ここはすごく昨年と大きく変わったというところはないかなと思っております。比較

的似たような額になっているかなと思います。 

 右肩 24 ページは、落選した電源、落札されなかった電源といったようなものにどのよ

うなものがあるかというところを、発電方式別や経年別といったところで記載したものに

なります。大半が火力というところでございまして、経年 40 年以上の電源というものが

半分ぐらいといったところでございました。 

 25 ページは先ほどの容量拠出金の試算のところで、26 ページは応札の加重平均といっ

たようなところで、27 ページが応札価格の分布というところで、こちらはちょっと去年と

形が違いますし、先ほどの供給曲線の変化とある意味対応することになりますので、少し

ご説明したいと思います。 

 こちらは、左下の円グラフを見ていただきますと 82.9％が０円入札だったというところ

でございます。０円入札は、ご存じのとおり、０円でいいというよりは、2025 年度に運転

することをほぼ何らかの理由で決めているので０円で入札したというものでございますと

いうところです。去年に対して５ポイントぐらい増えているかなと思います。 

 一方で、その上の、０円からＮｅｔＣＯＮＥの半分ぐらいまでとか、半分からＮｅｔＣ

ＯＮＥぐらいまでといったようなところに関してというよりは、これは一番上の④、Ｎｅ

ｔＣＯＮＥを超す電源というものが去年は 12％ぐらいあったものが３％ぐらいになってい

るというところで、ここが大きく減っているといったようなところで、応札の形が変わっ

ているのかなというところは見て取れるかなと思いました。 

 右肩 28 ページは、応札価格一定額以上の応札容量というところで、ＮｅｔＣＯＮＥ以

上の電源に関して分析してみたものでございます。こういった形で 98％ぐらいは、石油火

力、石油・ＬＮＧ・石炭といったようなものになっているというところでございました。 

 右肩 29 ページは期待容量と応札容量の関係というところで、これも去年議論になった

ところでございますので、今年も同様に同じものさしで整理したというものでございます。 

 登録した期待容量よりも小さい容量で応札したもの、②と書いているものが 393 万キロ
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ワット、③と書いている、期待容量は登録したけど応札しなかったものが 415 万キロワッ

トといったところでございましたけれども、ちょっと中身を見てみますと、例えば発動指

令電源、アグリゲートして応札する事業者が、期待容量の登録のときに応札よりも多く登

録したケースといったところとか、あとは、ＦＩＴ電源みたいなものが期待容量を登録し

てから応札に至るまで、先ほど申し上げたとおり３カ月ぐらいありますので、その間にや

っぱり応札しないといったようなことにしたものとか、あるいは未稼働原子力といったよ

うなものについて、期待容量だけ登録したけれども結局応札しなかったものといったよう

なものがあったというところでございました。 

 右肩 30 ページですけれども、こちらも昨年同様に整理したものでございます。卒ＦＩ

Ｔの量と変動アグリゲートの応札容量を並べたものでございます。 

 この２つは基本的には直接関係するものではなくて、例えば数字が同じぐらいになるよ

うなものをイメージしているものでもないんですけれども、卒ＦＩＴはどれぐらいあって、

例えばアグリゲートビジネスというのが発展していくと、この差というのはある程度埋ま

っていくのかなと思っておりますので、そういった観察という意味でも継続して見ていき

たいなというところは昨年も申し上げたかと思います。今年 76 万キロワットと 38 万キロ

ワットというところでございましたというところでした。 

 右肩 31 ページは、調整機能ありの電源の約定容量というところで、容量市場をやって

いく中でも、調整機能がある電源といったようなところのものがございます。例えば需給

調整市場に参加できるような要件の電源といったようなものでございますけれども、これ

がどのぐらいあるかといったようなところも適切に報告すると考えてございまして、今回

整理したものがこちらになります。もちろん中にいろんなものがあるんですけれども、そ

の中で、ＬＮＧと揚水に関してはちょっと内訳というところで記載しているものになりま

す。こちらの記載の仕方も昨年同様というところでございます。 

 32 ページでは、各種資料の参照先というところが書いてございまして、この辺りいろい

ろ置いておりますというところでございますけれども、こういった形で今年度のメインオ

ークションの約定結果というところの資料を作ってございまして、本日公表したものでご

ざいます。ご紹介は以上になります。 

○事務局 

 続きまして、資料の４－２について説明させていただきます。 

 １スライド目でございますが、先ほど広域機関さんからもご説明がございましたが、今

回のメインオークションの概要でございまして、総約定量が１億 6,534 万キロワットで、

エリアプライスでございますけれども、北海道・九州が 5,242 円、それ以外が 3,495 円と

いうことでございました。また、経過措置考慮後の総平均単価が 3,109 円ということでご

ざいまして、約定総額が 5,140億円ということでございます。 

 また、ページをおめくりいただきまして、２スライド目でございますけれども、昨年の

状況でございますが、１つ目の四角のところにございますけれども、総約定量が１億
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6,769 万キロワットということで、総約定量自体はそれほど変更がないところでございま

すけれども、約定価格は、昨年は１万 4,137 円ということでございました。また、総平均

価格が 9,533 円ということでございます。約定総額は１兆 5,987 億円ということでござい

ました。 

 また、今回、制度を見直しているわけでございますけれども、３スライド目に今回見直

した制度の概要を記載をさせていただいているところでございます。 

 見直しの内容は大きく３点ございまして、１つ目が供給力の管理・確保ということでご

ざいまして、供給力として必要な量は確保する一方で、デマンド・レスポンスの枠を拡大

をするであるとか、オークションの２段階化ということで実需給の４年前に目標調達量の

マイナス２％、１年前にはその分を追加でオークションを行うということを行っていると

ころでございます。 

 ２つ目、価格決定手法の見直しということで、経過措置の手法について見直しをしてい

るところでございます。こちら２つの措置を講じているところでございまして、電源の経

過年数と約定価格に応じた措置ということを導入したところでございます。また監視委員

会による事前の監視制度の導入をしたところでございます。 

 ３つ目ですけれども、カーボンニュートラルとの整合ということで、非効率石炭火力に

ついては設備利用率に応じて減額をするという措置を講じたところでございます。先ほど

冒頭でもご説明させていただきましたけれども、こういった見直しの効果といったことが

今回の約定価格のところにも表れているのではないかなと考えられるところでございます。 

 おめくりいただきまして、４ページ以降が、いろいろ詳細の説明資料ということでござ

いますけれども、重複する部分がございますが、まず１つ目の供給力の管理・確保につき

まして、先ほどちょっと説明していなかったところで申し上げますと、下の四角の、下か

ら３つ目のところにございますが、石炭混焼バイオマス発電設備、こちらも供給力として

織り込むであるとか、休廃止の予定にかかわらず全ての電源に応札を求めるといったよう

なこと、こういったことが行われたところでございます。 

 続きまして、５スライド目ですけれども、情報公開、先ほども広域機関さんのほうから

もご説明がございましたが、本日公表されている資料のほうには、事業者名と、電源ＩＤ

と、落札容量、こちらが表の形式で公表されているということでございます。 

 おめくりいただきまして、６スライド目でございますけれども、非効率石炭火力ですが、

設備利用率に応じて減額をする措置ということでございまして、設備利用率が 50％を超え

るものについては 20％の減額が行われるということでございました。 

 ７スライド目をご覧ください。今回ですけれども、本日公表された結果を踏まえまして、

次回のオークションに向けた検討、必要な措置について検討していくこととしてはどうか

と考えているところでございます。 

 検証事項としましては、以下、挙げさせていただいているようなものを今例示させてい

ただいておりますけれども、例えば経過措置の扱い、今回も応札行動等にも影響を与えて
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いるようなところもございますけれども、こういったところを踏まえて、減額規模の妥当

性について検討する必要があるかどうかということでございます。また、２％分を実需給

の１年前に追加でオークションを行うという形を取っているところでございますけれども、

こうした調達の手法、これを検討する必要があるのかということでございます。 

３つ目ですけれども、発動指令電源の想定導入量、こちらは４％のほうに拡大をしており

ますけれども、この取り扱いについて検討する必要があるかということ、それと、カーボ

ンニュートラルとの整合性、こういったものをどう考えるかということでございます。 

 これ以外にも検討する要素というようなことはあるかと思いますけれども、本日皆さま

からさまざまご意見をいただきまして、それを踏まえて次回以降具体的に議論に入ってい

ければと考えているところでございます。 

 私の説明は以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。まず、ＯＣＣＴＯさまにおかれては、大変丁寧にご説明いた

だきありがとうございました。事務局からは、今後 2026 年度に向けての検証事項につい

てということでご提示を幾つかいただいておりまして、今日皆さんと討議して、どういう

方向かということを議論できればと思っています。 

 ご発言希望の際は、先ほど同様にチャット欄にてお知らせをいただければと思います。

よろしくお願いいたします。 

 どうでしょうか。ご質問でも何でも構わないんですけれども、いかがでしょうか。かな

り去年とはずいぶん違った様相だったということだと思います。 

では、秋元委員お願いします。 

○秋元委員 

 秋元です。すみません。特にどなたもいらっしゃらないので、少し、ごめんなさい、感

想めいた話で申し訳ないですけれども。 

 今日ご報告いただいたばかりで、詳細には読み切れていないので本当に感想みたいなも

のですけれども、基本的に私の感じからすると予想されたことではあったと、だいぶ制度

を変えて安価な価格になるような制度変更をしてきましたので、そういう結果が反映され

たものかなと思っています。市場をつくって、あんまり頻繁に制度変更するというのはよ

くないことだと思っていますので、そういう面ではこの結果をしっかり受け止めるべきだ

ろうと思います。 

 ただ、感想めいたものを申し上げますと、やっぱり市場というのはなかなか難しいなと、

高くなったり安くなったり、本来はＮｅｔＣＯＮＥ辺りでというのがイメージをするわけ

でございますが、かなり上下するということでございますので、長期的に考えると、変動

性が非常に高いと、やはり発電事業者としては投資の予見性が立ちにくくなってくるので、

なかなか安定供給上難しい部分もあるかなという感じを持ったところでございます。 

 ただ、頻繁な制度変更が望ましいかというと、そうではないと思いますので、この次の
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テーマかもしれませんけれども、別途、新設辺りのところでどういうふうな、この価格で

なかなか、特に新設となると極めて厳しいと思いますので、そういった中でどういうふう

に安定的にわれわれ電力供給を維持していくのかということに関しては、もう少し慎重に

よく議論をしてく必要があるかなと思ったということでございます。 

 すみません、単なる感想で申し訳ございません。以上です。 

○大橋座長 

 単なる感想、大歓迎でございます。ありがとうございます。松村委員、お願いします。 

○松村委員 

 松村です。聞こえますか。 

○大橋座長 

 はい。 

○松村委員 

 発言します。まず、今秋元委員もご指摘になったとおり、価格は大きく動いたというこ

とを考えると、今別途考えられている新設の電源に関して、長期間固定して予見可能性を

高めるということの重要性というのがさらに明らかになったんだろうなと思います。そち

らの議論、もちろん進展しているから心配することはないのですが、今回の結果を踏まえ

ても、その重要性というのはさらに明らかになったと思いますので、こちらの議論が進展

することを期待しています。 

 次に、発動指令電源、主にＤＲだと思うんですが、これの結果はちょっと私にとっては

衝撃的でした。まず、事務局の資料では、発動指令電源の想定導入量上限（４％）、これ

も見直すかどうかということは議論されているというわけですが、資料４－１を見た人は

当惑する人がひょっとして出てこないかというのは少し心配しています。つまり、メイン

オークションでは上限３％ということになっていて、追加オークションでの１％分合わせ

て上限４％ということになっています。従って、今回の結果では、３％を超えてしまって

０円で入札したのにもかかわらず落札できない発動指令電源が出てきたということに関し

て、私たちはかなり重く受け止めなければいけないと思います。 

 問題の設定としては、上限量４％というのが妥当かどうかということと、たぶんその上

の調達方法というところの議論の項目にひょっとして入るのかもしれませんが、４％を

３％、１％という形で割り振るのがよかったのかどうかということも議論の対象になる。

この４％とその配分の仕方というのも両方議論の対象とし、必要があれば見直すというこ

ともすべきなのではないかと思いました。 

 一方で、３％を超えるＤＲが出てきたということ自体は歓迎するべきこと、それだけこ

のＤＲが発展してきたということを考える必要があり、そのような状況というのでこの上

限をどうするのかということはもう既に広域機関でも議論されていますが、この点につい

て考えていくということを、既に広域機関でやられているとおりにやっていただければと

思います。 
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 繰り返しになりますが、前回の議論で中部電力の花井オブザーバーから非常にディスカ

レッジングな、発動指令電源というのをちゅうちょするということをさせるような発言と

いうのがあったにもかかわらずこれだけ応募してくださったということに関しては、とて

も感謝していますし、その点、この発展というのを止めないようにするためにどうしたら

いいのかということを、安定供給の問題と両方にらみながら考えていかなければいけない

と思いました。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。次に、花井オブザーバー、お願いします。 

○花井オブザーバー 

 中部電力花井でございます。聞こえていますでしょうか。 

○大橋座長 

 はい。 

○花井オブザーバー 

 すいません。丁寧なご説明ありがとうございます。まだ中身を読み切れていないところ

もありますので、少々感想じみたところになるかもしれません。約定結果につきましては、

適切な約定処理に基づく市場の結果として受け止めなくてはいけないと考えております。

ただ、3,195 円というエリアプライス、ＮｅｔＣＯＮＥを大幅に下回ったということにな

ります。 

 この市場価格が需給状況を表しているとすれば、日本は供給過剰かなという見方もある

かと思いますし、市場価格よりも高い電源が市場退出されていくということになるかと思

われます。 

少なくとも新規投資が必要な状況にはないという解釈もできるんじゃないかなと思ってい

ます。一方で、来年度も需給逼迫の懸念があると言われている中で、この価格シグナルが、

本当に４年後の需給状況を的確に表しているのかというと、よく検討していただきたいと

思っています。今回の結果が価格シグナルとして正しく機能しているかどうかについて、

今後詳細な検討をされると思いますので、ぜひよろしくお願いいたします。私からは以上

です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。次、小川オブザーバーお願いします。 

○小川オブザーバー 

 関西電力の小川です。私も感想めいた話になりますが、１点。 

 まず、今回のこの入札の結果は、昨年の制度見直しを受けて初めてのオークションとい

うことなんですが、今花井オブザーバーからもご発言ありましたが、これ、総平均単価で

見ますと、事務局資料の１ページに書いてありますけれども、3,109 円ということで、Ｎ

ｅｔＣＯＮＥの 9,372円のちょうど３分の１以下の数字というふうになります。 

 この、市場が発したシグナルをどう受け止めるのかについては、各発電事業者それぞれ
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だと思いますけれども、水準として見れば、やはりかなり厳しい水準ではないかという印

象を持っているところでございます。今後その辺り、しっかりとご検証いただければと思

います。 

 それから、本日事務局の資料の７ページのところで、今後、来年度に向けて検証事項と

いうことで幾つか記載いただいておりますが、その１つ目の矢尻に、経過措置の扱いとい

うことが記載されています。今年の４月、この作業部会で経過措置の議論をしましたとき

に、私覚えているんですが、約定結果が大きく下がる場合の対応を考える必要があるとい

うことが一応整理をされていまして、例えばという例で、ＮｅｔＣＯＮＥの半分以下にな

った場合は２の経過措置は行わないとか、そういうことを次回に向けて検討しましょうと

いうふうに記載があったと思いますので、ぜひ経過措置の取り扱いですね。今回は約定価

格大きく下がっていますけれども、経過措置は適用されるということだと思っていますが、

かなり低い水準のときにまで経過措置というのはかなり発電事業者にとっては厳しい扱い

かなと思っておりますので、ぜひしっかりと検討を進めていただければと思っております。

以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。おおむね手が挙がっている委員、オブザーバー、以上という感

じですが、よろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。複数コメントありましたけれども、もし事務局から受け止め等

あれば、いただけますでしょうか。 

○事務局 

 ありがとうございます。複数コメントいただきましたけれども、やはり共通しているの

は、事業に対する予見性といったことを安定供給の観点からどう捉えていくのかというの

は、極めて重要な論点になるのかなと考えているところでございます。 

 また、松村委員からもご発言いただきましたけれども、ＤＲの中のそもそもの値、それ

と内訳についてもしっかり検討を深めていきたいと考えているところでございます。 

 またさまざま、今後各委員の皆さまにおかれましても、詳細ご議論させていただければ

と思っておりますので、引き続きよろしくお願いいたします。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。議題の２は、取りあえず、今日まさに発表された容量市場の結

果ですので、なかなかこれをどう解釈するのかというのは、まだ委員、オブザーバーの皆

さん、完全に読み切れていないところもあるというふうなご指摘もありましたので、今後

結果について議論しながら、また論点の整理、そして具体的に必要があれば制度の見直し

というふうな検討をするんだろうと思っています。 

 事務局におかれても、本日ご発表いただいた広域機関とも緊密に連携していただきつつ

議論を整理していただければと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 
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（３）電源投資の確保について 

 

○大橋座長 

 よろしければ、それでは本日最後の議題になります電源投資の確保についてということ

で、資料の５をご用意していただいていますので、こちらについて事務局よりまずご説明

いただいた後、討議させていただければと思います。よろしくお願いします。 

○事務局 

 ありがとうございます。制度企画調整課の市村と申します。私から資料５、電源投資の

確保についてご説明をさせていただければと思います。 

 まずスライドの２ページ目をご覧いただければと思います。本日の議論としましては、

まず電力の安定供給を確保するための構造的な対策として、電源の新規投資の促進のため、

新規電源投資について長期間固定収入を確保する仕組みを導入するということにつきまし

ては、これまで持続可能な電力システム構築小委員会、構築小委員会のほうでご議論いた

だいていたところでございます。 

 今年 12 月に開きました構築小委員会および本制度検討作業部会の親委員会であります

電力・ガス基本政策小委員会のほうにおきましても、この制度措置の詳細につきましては、

制度検討作業部会のほうで 23 年度の導入を目途として検討していくということとしてい

ただいているところでございます。 

 こういったところを踏まえまして、本日におきましては、まず、これまでの検討状況に

ついてのご紹介ということとともに、今後検討が必要な論点、また検討の視点の例といっ

たものをご説明させていただいた上で、追加で議論すべき論点ですとか視点、そういった

ものがないか、または検討の視点の例についてどう考えるかということについてご議論い

ただければと、ご意見をいただければと思っているところでございます。 

 まず、スライドの７ページ目をご覧いただければと思います。これまでの議論の振り返

りとして、まず導入の背景ということでご説明をさせていただければと思います。 

 スライド７ページ目でございますが、こちらは発電設備の老朽化の状況ということをお

示しさせていただいているところでございます。設備年齢が高経年化する中で再エネの大

量導入に対応していく、そういった観点からも、中長期的に適切な供給力・調整力のため

の投資を確保して、最新の電源の導入ですとか多様化・分散化を促進していくということ

が必要ではないかということで、以前お示しさせていただいている資料でございます。 

 次のスライド、８ページ目でございますが、こちらは今後 10 年間の火力供給力（調整

力）の増減見通しということで、供給力全体としては減少傾向にあるということをお示し

させていただいているところでございます。 

 次のスライド、９ページ目をご覧いただければと思います。こちらは小売り自由化前後

の価格設定についてということでございます。ご案内のとおり、自由化前におきましては、

規制料金、総括原価の下、基本的には安定的な料金の回収が可能であったということでご
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ざいますので、巨額の設備投資を行うに足りるだけの長期的な予見可能性が確保されてい

たということでございます。一方、自由化後におきましては、基本的には短期的な電力取

引市場ベースの価格設定、そういったところが目線になっていくということもございます

ので、市場価格の変動も踏まえていきますと、発電事業者にとっては長期的な予見可能性

が低下するということで、電源投資が進まない可能性があるのではないかということでご

ざいます。 

 次のスライド、10 ページ目をご覧いただければと思います。こちらは発電事業の収入構

造ということでございます。容量市場の導入後、先ほど 25 年度についてご報告させてい

ただきましたが、24 年度以降、容量市場が導入された後において、基本的な収入構造とい

うのは、いわゆるキロワット価値に関して容量市場、また、スポット市場のシングルプラ

イスということで、キロワットアワーということで、こういったところからの収入という

ことが基本的な発電事業の収入構造になっていくということでございます。 

 次のスライド、11 ページ目をご覧いただければと思います。発電事業者の投資意思決定

における課題ということでございます。民間事業者の意思決定といったことにおきまして

は、標準ケース、アップサイド、ダウンサイドと、こういったケースの発生確率を分析し

た上で、リスクに見合うだけの収入見通しがあれば投資が行われると、こういったことに

なるところでございますが、発電事業に関しましては初期投資、これが多額であるといっ

たことなどを踏まえていきますと、やはり、収入のダウンサイドリスクが大きい、市場の

価格に依存していく、そういった中では投資が十分に進まない可能性があるのではないか

ということでございます。 

電源投資を安定的に確保するといった観点からは、収入のダウンサイドリスクへの対応が

課題として挙げられるのではないかということで、課題意識としてご提示させていただい

ているところでございます。 

 次のスライド、14 スライド目をご覧いただければと思います。こちらにつきましては電

源投資の確保のための海外制度の例ということで、14、15 スライド目で、大きく分けて２

つお示しをさせていただいていたところでございます。 

 14 スライド目に関しましては、いわゆる容量市場の中で、新設電源については長期の契

約期間としている事例ということのご紹介でございます。例えばでございますが、左下の

ところにございますが、イギリスなどでは新設については最長 15 年、米国のＩＳＯにつ

いては最長７年など、容量市場の中で契約期間を長期化しているこういった例があるとい

うことのご紹介ということでございます。 

 次のスライド、15 ページ目でございます。こちらにつきましては、いわゆるキロワット

アワーに関する制度でございまして、ドイツ、イギリスなどではＦＩＰ制度ということを

導入しているということのご紹介ということでございます。 

 次のスライド、16 ページ目をご覧いただければと思います。こういった安定供給上の課

題ということとともに、本年の１月におきましては、政府目標であるカーボンニュートラ
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ルの実現、そういった目標と、安定供給の両立に向けた電源投資促進のための市場環境整

備の検討をも進めるようにというところで大臣からのご指示もあったところでございます。 

 そういったところを踏まえていきますと、やはり長期予見性を付与する仕組みの検討に

当たっては、こういったカーボンニュートラルの目標といったものと、安定供給の両立、

これをどう図っていくのかといったことがひとつ重要ではないかということで、今後の検

討を深めていくということで、本年の１月にお示しをさせていただいていたところでござ

います。 

 次のスライドでございますが、そういったところを踏まえまして、課題の例として、カ

ーボンニュートラルの方向性との間でどのような整合性を取っていくのかですとか、予見

性を与えるに当たって、キロワットとキロワットアワー収入、これをどう考えていくのか、

また、日本特有の、電源建設に当たっての長期間のリードタイムをどう考えていくのか、

容量市場、スポット市場との整合性、ＦＩＰ制度との連続性、こういった他市場間との関

係をどう考えていくのかと、こういったところの課題意識をご提示させていただいていた

ところでございます。 

 スライド 19 ページ目をご覧いただければと思います。そういったところを踏まえまし

て、本制度措置の方向性ということでご議論いただいたところのご紹介をさせていただけ

ればと思います。 

 先ほども海外の事例ということでお示しをさせていただきましたが、容量市場の価格、

いわゆるキロワット価値、キロワット価格を長期固定化する方法というのと、いわゆるキ

ロワットアワー、売電価格を長期固定化する方法、いずれもお示しをさせていただいたと

ころでございます。その結果、容量市場の価格を長期固定化する案を基礎として制度の在

り方を検討していくということで、方向性としてご議論いただいているところでございま

す。 

 また、こういった検討の中では、やはりキロワットアワー、今後供給力だけではなくて

やはり調整力も必要になってくるといった中で、そういった電源も確保していくというこ

とを考えていきますと、キロワットアワーの長期化というよりは、むしろキロワット価格

の固定化というほうが合理的ではないかと、こういったご意見もいただいたところも踏ま

えた上での検討の方向性ということでございます。 

 次のスライド、20 ページをご覧いただければと思います。こちらは建設リードタイムの

考慮ということでございます。電源建設のリードタイムは一定程度長期にわたるというこ

とでございます。容量市場はご案内のとおり４年後の供給力ということでございますが、

仮に容量市場の中で長期版としてやっていくと、やはり４年後に運転開始が必要となると

いうことが基本になってきますので、そうなりますと、リードタイムが短い電源しか入札

することができなくなると、こういった懸念もあったところでございます。こういったリ

ードタイムに配慮した制度設計が必要ではないかということでご議論いただいてきたとこ

ろでございます。 
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 次のスライド、21 ページ目でございます。こういったご議論を踏まえまして、容量市場

の価格を長期固定化する方法としては、現行の容量市場の入札とは別途、入札対象を新規

投資に限定して入札を行った上で、容量収入を得られる期間を複数年間とすることで、長

期的な収入の予見性を付与する方法ということで、これまでお示しさせていただいてご議

論いただいていたということでございます。 

 次のスライド、22 ページ目をご覧いただければと思います。こちらは第６次エネルギー

基本計画、本年の 10 月に閣議決定されたものでございますが、簡単なご紹介でございま

すが、こちらのエネルギー基本計画におきまして、もう実用段階にある脱炭素電源を用い

て着実に脱炭素化を進めること、また、イノベーションを必要とする新たな選択肢として

水素・アンモニア、ＣＣＵＳ、こういった火力発電の脱炭素化といったこと、また、電力

システムの柔軟性を図るといった観点から、蓄電池や水素の活用による脱炭素化された調

整力の確保と、こういったことを図るということが重要ということで、されていたところ

でございます。 

 次のスライド、23 ページ目をご覧いただければと思います。こちらは対象の基本的な考

え方ということでございます。本年 12 月３日の構築小委員会のほうでは、対象の基本的

な考え方につきましては、発電供給時にＣＯ２を排出しない、いわゆる脱炭素電源の新規

投資ということで、基本的な方向性を示させていただいたところでございます。一方で、

水素・アンモニアに関する混焼の取り扱いとか、こういったところにつきましては、本制

度検討作業部会で、次回以降、具体的にどこまで対象とするか、そもそも対象とするかと

いったところも含めてご議論いただくということを予定しているところでございます。 

 次のスライド以降はご参考資料でございますが、例えば 25 ページ目でございますが、

今国会における総理の所信表明演説ということで、火力のゼロエミッション化に向け、ア

ンモニア水素への燃料転換を進めると、こういったところも発言をいただいているところ

でございます。 

 スライド 29 ページ目をご覧いただければと思います。制度設計時における留意点とし

まして、容量市場との整合性、またＦＩＴ・ＦＩＰ制度との整理ということでございます。 

 容量市場との整合性ということに関しましては、一番下の「方向性」をご覧いただけれ

ばと思いますが、基本的には、この制度の対象となった部分については容量市場の目標調

達量から除くと、こういった形で整合性を取っていくこととしてはどうかということでご

ざいます。 

 次のスライド、30 ページ目でございますが、ＦＩＴ・ＦＩＰ制度との整理ということで、

基本的には、ＦＩＴ・ＦＩＰ制度の適用を選択しない場合についてはこの制度での競争に

参加することができることとしてはどうかとさせていただいているところでございます。

ご案内のとおり、ＦＩＴ・ＦＩＰ制度につきましては、基本的には自立化を目指すための

途中経過の制度ということでございます。そういった観点から、そういった適用を受けな

いでこちらの対象になる、希望するということであれば、基本的にはこちらの本制度の対



 32 

象になっていくと。一方で、ＦＩＴ・ＦＩＰ制度の適用を受けているものについてはその

対象外とすることとしてはどうかということで、基本的な方向性を示させていただいてい

るところでございます。 

 以上が、これまでの議論の振り返りでございます。 

 次、スライド 32 ページをご覧いただければと思います。ここからが、本日ご意見をい

ただければと思っているところでございますが、今後検討を深めるべき論点ということで、

32 ページ目にございますとおり、対象、募集量、リードタイムの考慮等々、①番から⑪番

まで、今後検討を深めるべき論点として構築小委員会の中間取りまとめのほうで提示させ

ていただいたところでございます。こういった論点以外に追加で議論すべき点があるかと

いうことについて、ご意見をいただければと思っているところでございます。 

 次のスライド、33 ページ目をご覧いただければと思います。今、先ほど示させていただ

いた論点、こちらを検討していくに当たって必要な視点ということで４つほどお示しをさ

せていただいているところでございます。 

 まず１点目でございますが、供給力の確保・脱炭素化と経済性の両立をどのように図っ

ていくかということでございます。例えばでございますが、短期的により多くの電源を調

達したり、脱炭素化の基準をより厳しくしたりするということになりますと、電源間の競

争圧力といったものが低下をして、結果的に全体の経済性が低下する可能性がある、そう

いったことについてどのように考えるかということでございます。 

 ２点目でございますが、こちらは供給力の確保と脱炭素化の両立、これをどのように図

っていくかということでございます。一例としましては、既設電源の脱炭素化投資でござ

います。こちらにつきましては、短期的な供給力の増加には必ずしも寄与しないという一

方で、2050 年のカーボンニュートラルを目指す中では中長期的な供給力確保に欠かせない

電源であると、そういった側面もございますので、こういった点をどのように考えていく

かということが２点目でございます。 

 ３点目でございますが、投資予見性確保と経済性でございます。投資予見性を確保して

いくといった観点からは、将来的なリスク要因を最大限排除するということが望ましいと

いうことでございますが、一方で、リスクゼロの仕組みということを目指すということに

なりますと、どうしてもコストがかさんでくるところもありますので、経済性の低下につ

ながるといった可能性があると、こういったことについてどのように考えていくのか。ま

た、長期に及ぶ投資・回収期間ということが想定される中で、あらゆるリスクをあらかじ

め排除するということはなかなか現実的ではない、そういった中で、制度運用に一定の柔

軟性を持たせるといったことについてどのように考えていくのかということでございます。 

 最後４点目でございますが、制度全体の効率性ということでございます。制度全体の効

率性を考えるといった観点からは、基本的には個別ルールを排除したシンプルな制度設計

ということが望ましいという一方で、異なる特性を有する電源間の競争促進、電源の調整

力ですとか、そういった観点、電源間の競争促進によって効率を高めるといった観点から
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は、やはり各電源の特性に応じた個別ルールを設定するといった考え方もあるところでご

ざいます。こういった個別ルールを設定することについてどのように考えるかということ

でございます。 

 こういったところについて、本日ご説明させていただいた論点および視点ということに

つきまして、ご意見をいただければと思っているところでございます。 

 事務局からの説明は以上となります。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。それでは、ただ今ご説明いただいた電源投資の新たな確保策

について、ご発言、ぜひ募りたいと思いますので、チャット欄にてご発言希望、教えてい

ただければと思います。よろしくお願いします。 

 それでは河辺委員、お願いします。 

○河辺委員 

 ご指名ありがとうございます。河辺です。私からは、制度設計に対して２つの論点出し

をさせていただきます。 

 まず１つ目は、安定供給の確保という観点で、将来必要となる供給力キロワットですと

か調整力Δキロワット、そうしたものをどのように確保していくかという、この点につい

て慎重に検討を進めていく必要があるかなと考えております。 

 長期的な電源投資におきましては、調整力市場など、他市場収益に対する予見性という

のは決して高くはないのかなと考えますと、入札価格の設定において他市場収益を反映す

るといった、そういった方法だけでは、将来的にキロワットやΔキロワットを有するよう

なそういった電源の確保というのは保証できないのではないかという、そういった懸念を

持ちました。 

 こちら事務局提案の論点⑤に当たるかと思いますけれども、募集する供給力キロワット

や調整力Δキロワットの将来の必要量というものを、この制度措置の中で調達すべきその

量というものをどのように決めるかという、その辺りの仕組みですとか、そこで設定され

た供給力や調整力、これを長期的にどのように競争環境の中で確保するのかといった、そ

ういった仕組みづくりというのが大切になってくるのかなと思いました。 

 ２つ目の論点は、送電系統を意識した、そういった視点も必要ではないかという点でご

ざいます。例えば、入札価格の設定において、長期にわたる他市場収益の反映が難しいよ

うな場合には、混雑系統に新設電源が設置されてしまうといったような状況が発生し得な

いかと、そういった懸念がございます。 

 電力流通設備の効率化というのを過度に意識して、それで電源投資が制約されてしまう

というのは、これは望ましくないと考えておりますが、ある入札電源の設置によって大き

な系統増強費用が発生し得るといったような場合に、どのようにそれを考慮するかといっ

た、そういった検討もしておく必要があるのではないかというふうに存じます。以上です。 

○大橋座長 
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 ありがとうございます。次、安藤委員、お願いします。 

○安藤委員 

  安藤です。よろしくお願いします。電源投資の確保について、長期間固定収入がなけ

れば投資は行われないのかということについて、そもそも最初にお話を聞いたときには疑

問に思いました。ダウンサイドだけではなくアップサイドのリスクもあるのだったら予想

外にもうかることもあると。確かに事業者がリスク回避的であるとしても、一般的にはそ

の軽減方法があるのではないかと感じたわけです。例えば、リスクをプールする複数の事

業を行ったり、保険に入るなど、多様な回避手段が通常のビジネスについてはあるものの、

アップサイドかダウンサイドかというリスクが新設のものについては……。それに限らな

いですね。 

 仮に市場で４年先の価格が決まるという形であったとすると、発電施設ごとにランダム

じゃなくて、全てがプラスだったり、全てがマイナスだったりという形でリスクが大きく

出るのではないかということは確かに理解できました。しかし、一定の保証が必要だとい

うことまでは分かったとしても、それでは長期固定化が望ましいのかといったときに、既

存のものについては１年ごとに少し先のものを決めていく。そして新設のものについては

長期固定をする。そうすると、容量の価値が、発電する能力の価値が「一物一価」ではな

くなる。こういうことを踏まえて、市場で決まるのを原則として、例えば別の方法として

は、一般的には毎年毎年市場で決まる。ただし最低保証の部分を、最低保証金額を決めて

おくとか、別にも一定のリスクを軽減する方法というのはあるはずだと。これに対して、

一定年数固定してしまうというのが適切なのかということについて、まだ検討の余地はあ

ると思っています。 

 33 ページ目で、リスクゼロの仕組みが持つ問題、このことも指摘されているわけで、一

般には、保険でも完全保険というのはなかなかないわけですよね。リスク強度に応じて選

べるということは考えたほうがいいのではないか。また、完全保険にしてしまうと、容量

市場で付く価格のほうが高かった場合には損もあるということで、どのぐらいがリーズナ

ブルな価格なのか。リスクを完全に回避するといったら、事業者からしたら、もしかした

らなかなか選ばれないように低い価格でＦＩＸする、こんなことにもなるのではないかと

思っているので、多様な選択肢を比較検討した揚げ句これが選ばれるのだったら分かりま

すけれども、この一本やりで、完全ＦＩＸだけを例示して、これだけ検討するというのは

ちょっと早過ぎる議論かなと感じました。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。小宮山委員、お願いします。 

○小宮山委員 

 小宮山でございます。ご説明ありがとうございました。全体といたしまして、現状のご

説明いただきました電源の投資の状況を踏まえまして、容量市場の価格を長期固定化する

案を検討することに関しまして賛同させていただきたいと思います。 
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 ただし、今、安藤委員からもご発言ございましたけれども、大変設計が難しい内容かと

存じますので、新規投資と小売り側の負担のバランスなど、これまでの容量市場での議論

と同じく、きめ細かな議論が必要と思っております。それを踏まえまして２点コメント申

し上げたいと思います。 

 まず、対象に関しまして、カーボンニュートラルと安定供給の両立を目指す観点を踏ま

えまして、脱炭素電源の新規投資を考える点に際しましては、どのような技術が普及展開

するか不確実性もあるかと存じますので、その場合も考慮の上、対象の考え方に際しまし

てはＣＯ２排出量を指標に考えるなど、あらゆる脱炭素電源を中立的に評価して取り込み

得る枠組みがカーボンニュートラルと安定供給の両立を目指す上で重要ではないかと考え

ている次第でございます。 

 最後の点でございますけれども、スライド 33 に挙げていただきました投資の予見性確

保と経済性は大変重要な視点であると私も賛同しているところでございます。リスク要因

に関しましては、電源新規投資を阻害し得るリスクもある一方で、小売り側の負担をより

重くし得るリスク、双方あるように思いますので、それらの要因を考慮して、どのように

制度に柔軟性を持たせていくかといった視点は、供給力の確実な確保ならびに小売り側の

負担のバランスを考える上で重要なポイントと思っている次第でございます。制度の柔軟

性に関する検討を深めることは重要ではないかと考えている次第でございます。以上でご

ざいます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。続いて松村委員、お願いします。 

○松村委員 

 すみません、チャットの文字、間違っていてごめんなさい。 

 まず、ぶれないで考えていただきたいのは、長期的な供給力というのを確保する 2050

年ネットゼロエミッションというのを目指す中で、そこでもゼロエミッション電源として

活躍してくれる電源というのが基本的に念頭に置かれているのだと。火力発電所で考える

なら、今から計画して数年後運開というものであったとしても、高い確率で 2050 年に動

くということだと思います。2050年にも動いているということだと思います。 

 そのときには、もうゼロエミッションというのを達成するということはコミットしてい

るわけですから、それに資するような電源だということは必ず念頭に置いて議論していく

という必要があり、もしそうだとすると、例えば既設の改修とかというのにも範囲を広げ

ようとかということが仮に出てきたとしても、それは一切認めないというのも１つの合理

的な選択だと思いますが、仮に出てきたとしても、もう現時点で 10 年も 15 年もたってい

るような電源というのは当然対象外というのが、そのようなことというのを念頭に置けば、

自然に出てくるんだろうと思います。 

 いたずらに対象を広げて、むやみにいろんなものというのをサポートして、結果的に、

ものすごいコスト高になって、それで消費者の負担というのがすごく増すというようなこ
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とが決してないようにお願いします。 

 次に、検討の視点というところで、脱炭素化と経済性というところで書かれていること、

とてももっともなことだと思うんですが、このときに、今考えている制度というのはキャ

パのことを言っているのだということ、能力のことを言っているのだということは決して

忘れないようにしていただきたい。 

 例えば、これから水素あるいはアンモニアを混焼していって、最終的には水素だけ、あ

るいはアンモニアだけという格好になる、ゼロエミッションにするという、それは一つの

やり方だと思います。その途中過程で、たぶんブラウンのアンモニア、あるいはブラウン

の水素というのを燃やすなんていうこともひょっとして出てくるのかもしれない。それは

まさに経済性ということに直結してくるんだろうと思います。 

 ただ、キャパとして、水素を燃やすことができる電源は、ブラウン水素は燃やすことは

できるけれど、グリーン水素は燃やせないなんていうことは通常考えられないわけですよ

ね。そうすると、能力としてはちゃんとゼロエミッションということもでき、それで、グ

リーンあるいはブルーの水素というのが十分合理的なコストというので調達できるように

なれば、炭素税などというのもいろんなことを考えながら合理的な価格で調達できるよう

になれば、すぐにそれに切り替えられるというようなものについては、あまり狭くしない

で対象とするということは非常に重要なことだと思います。それが過度に経済性を低下さ

せないということと直結するんだろうと思います。多々の問題と運用の問題というのを一

緒にしないで、やろうと思えばできるというキャパを備えた電源というのをちゃんと合理

的に調達していくということを忘れないようにしていただきたい。 

 最後に、安藤委員が他のやり方というのも考えるべしということを、それは全く合理的

だと思いますので、その点についても、もちろん他のやり方も含めて考えていただきたい

というのは当然のことではあるのですが、一方で、忘れてはいけないのは、この議論とい

うのはずいぶん長いこと議論しているのだと。その過程でいろんな案というのが出てきて、

その中で、これが合理的なのではないかという形で収れんして出てきたというふうに私は

思っています。 

 例えば、かつては、卸市場価格、卸市場での売電価格というのを固定しようなどという

ような議論すらあったということで、それはまさに安藤委員がおっしゃったとおり、完全

にリスクというのを取り除かなきゃいけないのかということも十分に検討した上で、これ

が残ってきているのだということも同時に考える必要はあるのではないかと思いました。

以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。又吉委員、お願いします。 

○又吉委員 

 又吉です。ご説明いただきましてありがとうございます。 

 少し前の議題である容量オークションの約定結果を受けた感想も混在してしまいますが、
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コメントさせていただければと思います。 

 容量オークションにおける約定価格のボラティリティが大きいこともあり、電源投資の

予見可能性、非常に担保しにくいかなと思っております。金融市場における電源投資に対

するスタンスは日に日に厳しくなっており、ある意味、ネットゼロに向けたトランジショ

ン期間における新規電源投資を促す新たな制度担保は不可欠だと思っております。今回整

理いただいた制度措置の方向性、加えて、23 年度からの導入を目途とするということに賛

同したいと思っております。 

 今回論点としてまとめていただきました 33 ページのところなんですが、私も投資予見

性と経済性、この視点が非常に重要かと考えております。特に今、水素・アンモニア、Ｃ

ＣＵＳ等がカーボンニュートラル実現に向けて利用促進が期待されるという視点からは、

32 ページ目にお示しいただきました論点の中でも、入札価格の在り方、上限価格の設定、

この辺がポイントになってくるのではないかと思っております。今後、ぜひ議論を続けて

いただければと思っております。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。続いて加藤オブザーバー、お願いします。 

○加藤オブザーバー 

 加藤です。それでは私から２つコメントをさせていただきたいと思います。 

 １つ目は、今ご議論もありましたＣＣＳについてでございます。 

 資料でも水素・アンモニアについて混焼から導入し、拡大を順次させていって、その後

専焼させていくものとして、混焼のための新規投資をどう扱うかという記載をいただいて

ございます。松村委員からもご意見がございましたが、電源投資の確保という観点からす

れば、水素やアンモニアの出自について、グレーなのかブルーなのか、はたまたグリーン

なのかというのは、制度の対象とは切り離して整理するのも可能と思ってございます。 

 とはいえ、2050 年のカーボンニュートラルにどのようにして向かっていくのかという点

で、グレー水素やグレーアンモニアでスタートしたとしても、その道筋をきちんと示さな

いと、国際社会で持続性を疎明できないと思ってございます。そういう意味で、ブルー水

素、ブルーアンモニアに導くためのＣＣＳをどう位置付けるかというのは大きな論点と考

えております。海外でＣＣＳして脱炭素化したブルーな水素やアンモニアを使う、要する

に発電の前に脱炭素化を果たすのも、国内ＣＣＳで発電後に脱炭素化を達成するのも、本

質的には同じでございますので、脱炭素の手段の多様性という意味で、ＣＣＳをどう位置

付けるのかもしっかりと議論していただければと思ってございます。 

 ２点目は、投資の予見性の確保と経済性についてでございます。資料にもある通り、将

来的なリスク要因を最大限排除するとはいえ、建設期間も含めると 15 年 20 年に及ぶよう

な長い事業期間のリスクをあらかじめ全て抽出して排除することはなかなか難しいと思っ

ております。どこまでリスク項目を抽出し、どの程度まで損害発生確率をもってリスク対

応をカバーするかによると思いますが、一般的には相当程度のコスト増を伴い経済性を棄
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損すると思いますので、慎重に検討する必要があると思っています。 

 とはいえ、長期的な投資になることを踏まえますと、少なくとも事業者がコントロール

できないリスクに対しては、一定程度の緩和措置があるべきではないかと思います。例え

ば、いわゆるフォースマジュールイベントが発生したときのペナルティーの適用除外など。

天災や戦争、当事者の責によらないサプライチェーンの途絶など、色々なフォースマジュ

ールイベントがあろうかと思います。国内外で再エネ事業のフォースマジュール事象はそ

れぞれ一定程度、既に整理されているところもあろうかと思いますので、この辺りの制度

上の取り扱いを検討するに際して、特に再エネのフォースマジュール事象の整理をしてい

くというのが１つの案としてあり得ると考えています。 

 また、フォースマジュール事象と同時に、一般的な事業リスクとして、物価変動や税制

変更のような外部環境の変化もあろうかと思います。このような事業者が制御できないリ

スクの影響を、例えば期中に洗い替えするような形で一定程度緩和するといったことも予

見性の向上に資するのではないかと考えてございまして、今後ご議論いただければと思っ

てございます。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。続きまして、阿部オブザーバー、お願いします。 

○阿部オブザーバー 

 東北電力ネットワークの阿部でございます。聞こえますでしょうか。 

○大橋座長 

 はい。 

○阿部オブザーバー 

 ご指名ありがとうございます。一般送配電事業者としてコメントをさせていただきます。 

 今回、電源投資確保のための新たな制度措置の検討の方向性をお示しいただいておりま

す。一般送配電事業者が必要な調整力を確保するためには、中長期的に供給力が確保され

ることが大前提となります。 

 今回の措置は、容量市場で電源の経済的な新陳代謝を促しながら、カーボンニュートラ

ルに向けた新規電源の投資を継続的に進めていく取り組みというふうに認識してございま

して、このような取り組みをしっかりと構築することは大変重要だと考えてございます。 

 一方で、スライド 32 の論点の①と⑤のところに、検討に当たっての論点として、調整

力の取り扱いというものを上げていただいてございます。資料３の容量市場の約定結果の

ところで、最後のところで調整機能がある電源の約定容量を記載していただいていました

けれども、やはり昨年度と比べると若干減ってございまして、今後この傾向が進んでいく

んじゃないかというところは気になっているところでございます。 

 電力品質、周波数を維持していく上では、必要なΔキロワットとか慣性力、同期化力と

いうものを中長期的にしっかり確保していく仕組みを構築するということも重要だと考え

てございます。 
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 この点については、基本政策小委員会でも提案されておりますけれども、「卸電力市場、

需給調整市場及び系統運用の在り方に関する勉強会」が開催されて、その中でも議論して

いただけるものではないかと考えてございますが、ぜひ、この勉強会とも連携しながらご

検討いただきたいと思いますし、われわれ送配電事業者としても、ぜひ検討に協力をさせ

ていただきたいと考えてございます。以上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。秋元委員、お願いします。 

○秋元委員 

 すみません、ちょっと発言遅くなりましてすみません。 

 加藤オブザーバーもおっしゃいましたし、私も別の委員会で既に申し上げておりますが、

ＣＣＵＳ等も含めて、カーボンニュートラルに資する電源ということで幅広くやっぱりカ

バーする中で、事業者の競争の中で電源を幅広く拾っていくということが重要だと思いま

すので、そういう面で、あまり電源種を決め過ぎなくて、幅広くいろいろな電源に関して

カバーしていくということが重要ではないかなと思いますので、すみません、ちょっと簡

単ではございますが、そういうことでお願いしたいと思います。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。続きまして、上手オブザーバー、お願いします。 

○上手オブザーバー 

 上手でございます。ありがとうございます。脱炭素電源の新設を推進する上では、今回

の議論は非常に重要であると思っていまして、32 ページの論点について２点意見を申し述

べたいと思います。 

 まず、対象電源ですけれども、22 ページのところで脱炭素電源というふうに書いてござ

いまして、こちらの考え方には賛同いたします。その上で、「Ｓ＋３Ｅ」の大前提の下で

脱炭素化を進めていくというためには、やはり確立された技術の最大限の活用とイノベー

ションのバランス、このバランスは重要だと考えています。 

 例えば、バイオマスは技術面で一定程度成熟しておりまして、水素やアンモニアよりも

スピード感を持って経済的にグリーンハウスガスを削減することが可能でございますので、

イノベーションの促進だけに傾斜するということによって、既存の技術や設備を有効活用

して供給力確保する事業者が不利にならない対象設定というのを、ぜひお願いしたく考え

ております。 

 次に、容量市場との関係ということで 29 ページに説明がございましたけれども、容量

市場の整合性についてはご記載のとおりで問題ないと思うんですけれども、量の整合性は

問題ないと思いますけれども、価格の整合性も考えていくべきかなと思います。全く別次

元の価格をここでつくってしまうというよりも、少なくとも、例えば１年目の価格は容量

市場と整合させて、先の価格は横引きにするですとか、あるいは掛け値を乗じるですとか、

こういった価格の整合性も維持しつつ、仕組みを複雑にしないやり方、これをぜひご検討
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いただければと思っております。以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。続いて花井オブザーバー、お願いします。 

○花井オブザーバー 

 中部電力花井でございます。私から、32 ページにございます今後検討を深めるべき論点

についてコメントさせていただきます。 

 本制度は、中長期的に安定で安価な供給力・調整力の確保と脱炭素化の両立のために必

要となる電源の多様化や、電源の新陳代謝を促すため、長期的な電源投資回収の予見性を

与える仕組みであることが制度の趣旨と受け止めております。 

 これは、キロワット価値を扱う容量市場の容量確保契約期間を単純に長期化するという

ものではなく、キロワット価値も含め、安定供給とカーボンニュートラルに向けて必要な

複数の価値、Δキロワット価値、キロワットアワー価値、非化石価値、そして安定して供

給できる価値を有する電源を確保する仕組みであるべきと考えています。 

 その意味で、論点の 11 に現行容量市場との関係とあります。容量市場に限らず、非化

石価値市場、需給調整市場、キロワットアワー市場との関係についても考慮が必要ではな

いかと思っています。それは過度な設備量を持たず最適化するといった観点からも必要だ

と考えています。 

 次に、広義に捉えれば論点５に含まれるのかと思いますが、約定方法をどうするかとい

うのも論点だと思います。単に経済性を重視すれば安いものから順に落札するということ

になりますが、先ほどから話が出ております水素・アンモニア発電、ＣＣＵＳといったイ

ノベーションを必要とする最新技術電源と、既に実用されている電源等では、コストに差

があります。また、アンモニアや水素は可変費が高いなどのコスト構造にも差があります。

2050 年カーボンニュートラルに向けて実用段階にある電源だけでなく、脱炭素化のための

新技術やその開発のために過渡的に必要となる技術、例えばアンモニアの混焼など、新規

投資が促されるような制度設計が必要ではないかと考えています。 

 また、これは論点１の対象や、論点２の募集量にも関連しますが、そうした設計を検討

する上では、カーボンニュートラルに向けた時間軸を考慮しつつ、どの時点でどういった

電源構成を目指すかについての議論も深める必要があるのではないかと考えます。以上に

なります。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。次、渡辺オブザーバー、お願いします。 

○渡辺オブザーバー 

 渡辺でございますが、聞こえていますでしょうか。 

○大橋座長 

 はい。 

○渡辺オブザーバー 
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 2050 年のカーボンニュートラル実現に向けて、国内の電源のポートフォリオを、今後Ｃ

Ｎが実現できるように入れ替えていく必要があるということで、それを民間の電源投資を

通して実現していくには、やはり長期の事業者の投資予見性、これはたぶん単純な経済性

の話ではなくて、例えばカーボンプライシングの動向などにも当然いろんな影響を受ける

と思いますけれども、やはりリスクを事業者が受け入れられる大きさにしていくというこ

とが重要なのではないかと思っております。 

 加えて、長期的な議論をするときに忘れてはいけないことは、やはり日本のエネルギー

セキュリティーの確保でして、そういう観点から見ますと、利用するエネルギーを多様化

しておくということは、電源においても重要ではないかと思っています。 

 また、何人かの皆さまもご指摘されておりましたが、実装されるには、今後の技術面の

イノベーションが必要なものも多いわけで、あるいは今は実装されていてもまだまだ自立

に至っていないというような技術もあることから、こういう観点からも、やはり対象を絞

るよりも、より広げておくということがリスクの回避みたいなのになるのではないかなと

思っています。 

 そう考えますと、水素・アンモニア発電、ＣＣＵＳによる炭素貯蔵の再利用を前提とし

た火力発電というものは当然ですが、それに加えて、自然変動電源の中心の再エネを活用

していくという観点でいきますと、海外では既に供給力として見られていますバッテリー

ですとか、あるいは水素の活用、また、先ほど阿部さんからありましたが、既存技術であ

りますけれども、バイオマス系の燃料の利用による脱炭素化された供給力、こういったも

のもやはり対象にしてもいいのではないかと考えています。 

 また、特に水素・アンモニアは、発電用途として大量かつ経済的に確保できるようにな

るには相当の時間がかかると思いますので、当然混焼から始まっていくと考えられていま

すので、ここについてもきちっと混焼から対象にしていくということは妥当だと考えてお

ります。以上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。委員で、曽我委員、お願いします。 

○曽我委員 

ありがとうございます。まず 32 ページの論点リストを拝見いたしまして、記載いただて

いるとおりと思っておりますが、特に①の対象電源をどうするかという点が特に重要と思

っております。カーボンニュートラルの実現、安定供給の確保、さらには再エネ導入のた

めの調整力確保のためのニーズをそれぞれ踏まえた上で、この新制度でどのような電源を

どれだけ確保することを目標とするのか、というグランドデザインを、まずはある程度具

体的に議論できることが、②以下の議論を進める前に必要と思っております。 

 また、この新しい制度を導入するということは、真に実効性のある制度として実現をす

ることが非常に重要だと思っております。その観点から、各電源についてのプロジェクト

リスク、特にマーケットリスクなどもあるというご説明は、11 ページなどにもあったかと
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思いますけれども、どの程度のリスクヘッジが可能で、どの程度のリスクの手当てができ

ていれば投資予見可能性が確保できると、各事業者や資金調達に当たっての金融機関が評

価できるのかという実務感覚も、もし未了であれば、ヒアングしながら検討を進めること

がよろしいのではないかと思いました。 

 ロジカルなところの整理というのは当然必要だと思いますが、実務がどこまでついてき

てくれるかというところの感覚も確認をしたほうがよろしいのではないかというご指摘で

ございます。私からは以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。続きまして、竹廣オブザーバー、お願いします。 

○竹廣オブザーバー 

 竹廣です。ありがとうございます。たくさん検討を深めるべき論点があるわけですけれ

ども、まず、新規投資の促進のための新たな措置を検討する上で、今後変動する電源が大

量に入ってきた際に、国全体で調整力や供給力は一体どのタイミングでどれぐらい必要な

のかといった定量的な試算と申しますか、検証が必要だと考えます。 

 このような新たな制度措置がなければ、どういった事態に陥ってしまうのかと、だから

どのように政策的に誘導するのかといった共通認識を関係者で持った上で、この新たな措

置の対象ですとか量、あるいは調達方式などの議論を行う必要があるのではないかと思い

ました。 

 確実な供給力を確保するための追加的な手当てが必要となるその量を認識した上で、電

源種によってはキロワットにたけたものやΔキロワットにたけたもの、またその両方に適

用できるものがございますので、技術開発や競争の促進を妨げることなく、必要となる供

給力や調整力が適切に確保される措置を考える必要があると思っています。そういった意

味では、必ずしもシングルプライスオークションに限らず、各電源種が持つ価値に着目し

て、複合的な評価で決めていくというようなやり方もあるのではないかと思いました。 

 少なくとも言えることとしましては、新しい制度が既存の容量市場の目標調達量の一部

を担うものだとしますと、対象となる投資は国全体のキロワット価値の増大に寄与するも

のに限定すべきだとは考えますので、新規の発電所建設ですとか、このリプレイスでキロ

ワット価値が増えるものを対象にするべきだと考えます。脱炭素化に資する点が求められ

るという、そこは重要であるということに変わりはございませんが、国全体の供給力ある

いはその調整力が、長期的、持続的に確保できる仕組みとなることが大前提だと考えます

ので、その観点にご配慮いただければと思いました。 

 加えて、技術開発とか研究開発に関する助成が今後増えると思いますけれども、この新

たな投資促進のための仕組みと、そういった助成との関係性、それから重複に対する考え

方、これは必ずしも重複が駄目だということではなくて、どういった場合にそういうもの

を認めるのかといったようなことも含めて整理が必要ではないかと思ったところです。以

上でございます。 
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○大橋座長 

 ありがとうございます。申し訳ないのでございますが、ちょっと９時半を延びそうなん

ですが、委員、オブザーバー、お付き合いいただいて、もう少しご発言希望ありますので、

続けさせていただければと思います。 

 続いて、小川オブザーバー、お願いします。 

○小川オブザーバー 

 小川でございます。聞こえますでしょうか。 

○大橋座長 

 はい。 

○小川オブザーバー 

 今回こういう新たな制度についての議論をスタートさせていただくわけなんですが、そ

れに当たりまして、比較的総論的な話を申し上げたいと思います。 

 今後、やはりわが国、2050 年に向けてカーボンニュートラルの実現と安定供給の両立を

図っていく必要があるわけなんですが、やはり先ほど容量市場の話もありましたが、既設

電源の維持にも限界がございますので、やはり脱炭素電源の新設が促されて、適切な電源

の新陳代謝が行われることが何より重要であるということは、発電事業者の立場でも十分

承知をしております。 

 ただ、大型電源の新設に関しましては、これは元から投資金額が非常に大きいこともご

ざいますので、事業者としては、長期にわたっての投資回収を見込む必要が投資判断に当

たっては必要なんですが、今、電力の市場化が進む中で、この卸電力市場、需給調整市場、

容量市場、非化石価値取引市場等から得られますその収益を投資回収に必要な数十年にわ

たって見通すというのは、実務的にもこれは相当難しい、困難な状況にあるというのが実

情だと思っております。 

 また、カーボンニュートラルに向けたエネルギー転換ということで、従来の既存の脱炭

素技術に加えて新しい脱炭素技術にも取り組んでいく必要があると思っていますが、中長

期的な技術革新、これはどういうふうに進んでいくかということを見通すのも、これはな

かなか難しい状況になると思っています。 

 先ほど来例に出ています水素・アンモニア発電ですが、これも、まず最初は石炭、ＬＮ

Ｇとの混焼から始まり、技術開発、社会実装を行い、その後に専焼の技術開発社会実装に

移っていくというふうに認識はしていますが、現時点で技術開発の道筋について確たる見

通しを持つというのも、なかなかこれも難しい状況にあると思っております。 

 そういうふうに、収入面での見通しの不透明さに加えて、やはり技術面でも高度な課題

に発電事業者としては直面していると思っておりまして、これを何とかチャレンジして、

電源の新設をどういうふうに行っていくのか、これは大きな課題だと思っております。そ

ういう状況の中で、今回こういった投資に関する制度の議論が始まるというのは、大変意

義深いものだと思っております。 
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 今日の資料、最後のページにさまざまな検討の視点を挙げていただいておりまして、そ

れぞれそうだなと思うところでございますが、発電事業者としてこれを見ますと、やはり

発電事業者に電源投資を促すための予見性の確保、これが一番重要ではないかと思ってい

ます。つまるところ、民間の事業者がこの発電投資、脱炭素電源の投資を意思決定できる

制度設計、こういうものになっているかどうかという視点がやはり重要じゃないかなと思

っておりますので、今後制度設計の議論を深めていくに当たりまして、ぜひそういった視

点を意識しながら議論を進めていただければと思うところでございます。どうぞよろしく

お願いいたします。 

○大橋座長 

ありがとうございました。 

 たくさんのご意見、ありがとうございました。以上で、手が挙がっている方全員ご発言

いただいたと思っていますので、もし事務局のほうで何かコメント等ありましたらお願い

できますでしょうか。 

○事務局 

 すみません、その前に環境省さん、オブザーバーからご発言希望がありますので……。 

○大橋座長 

 そうですか。失礼いたしました。お願いします。 

○環境省 

 すみません。オブザーバーとして参加しております環境省井上と申します。手短に１点

だけコメントをさせていただければと思います。 

 2050 年カーボンニュートラルに加え、電力の安定供給の確保という観点から、脱炭素電

源への長期的な新規電源投資の必要性については環境省としても重要と考えております。 

 ただ、資料 23 ページ、対象の基本的な考え方というところで、３つ目のポツにありま

すが、「混焼のための新規投資を本制度でどこまで対象にするか」という点に関して申し

上げさせていただきますと、例えば、アンモニア混焼の石炭火力発電所を対象にする場合

には、やはり 2050 年カーボンニュートラルとの整合性については慎重に検討されるべき

ではないかと思います。 

 具体的には、最終的に脱炭素型電源になることをどういう形で担保するのかといったこ

となど検討いただきながら、対象となる発電所が将来的に座礁資産化するようなことのな

いように、本制度の検討に当たっては十分考慮いただければと思うところであります。以

上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。以上でよろしければ、事務局のほう、もし追加でコメント等あ

ればいただければと思います。 

○事務局 

 ありがとうございます。さまざまご意見いただきまして本当にありがとうございます。 
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 個別のご意見について、今回いただいたところを踏まえて検討を深めていければと思っ

ているところでございます。 

 これまでご議論いただいていた方向性をまず前提とした上で、今後、今回いただいたよ

うな視点、特に投資の予見性との関係、これは、この制度の中でどこまで見ていくのかと

いう、そのリスクとの関係ということだと思っております。こういったところもきちんと

多角的な視点で、本日いただいたご意見なども踏まえながら検討していければと思ってお

ります。 

 また、複数の委員からもいただきましたが、各制度間との整合性ということもご意見い

ただいたと思っております。こういったところ、非常に重要な視点だと思っています。各

制度との関係性も含めて今後検討を深めていければと思っているところでございます。 

 事務局からは以上です。 

 

３．閉会 

 

○大橋座長 

  コメントありがとうございました。さまざま、ご意見ありがとうございます。まさに

委員、オブザーバーからあったと思うんですけど、確立された技術だけじゃなくて、技術

開発の側面も含んでいるところがなかなか難しいのかなと思っています。 

 たぶんいろんな局とか省をまたいだ話になるのかなと思っていますし、また、技術の不

確実性の観点からすると、キロワットだけでいいのか、あるいはΔキロワット、キロワッ

トアワーでの手当ての補完をしながらやっていくほうがもしかすると経済性の観点からい

いのじゃないかというふうな考え方もあるのかなと思います。 

 そうした点を含めて、ぜひ幅広に、事務局におかれては論点、視点、受け止めていただ

ければと思っていますので、よろしくお願いいたします。 

 以上で議題終了となります。この会議７時半までだったと思いますので、ちょっと時間

が延びてしまいまして大変申し訳ございませんでした。 

 全体を通じてご意見ないようでしたら、以上で議題終了ですので、本日の議論、ここま

でとさせていただきたいと思っています。 

 今日、本年最後となりまして、事務局も含めて大変お疲れさまでした。皆さんよい年を

お迎えいただければと思います。 

本日遅くまでありがとうございました。以上となります。お疲れさまでした。 

 

 


